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― 概要 ― 

 

 本事業は、（公財）地球環境戦略研究機関（IGES）と協力日本企業がこれまでインドのエ

ネルギー資源研究所（TERI）や中小企業（SME）と築いてきた連携、および、昨年度まで約

4 年にわたり取り組んできたインド各地での取組などを背景に、低炭素化技術の 1 つである

圧縮空気システム（CA）について、その導入・適用促進の実施を通した JCM 大規模案件の

発掘･形成を目的とし、その推進体制の構築、現地における導入可能性調査の実施、調査結

果に基づく導入可能性の検討等をおこなったものである。これにより、世界最大級のエネル

ギー消費、GHG 排出国であるインドが有する温室効果ガス削減ポテンシャルを我が国の

CO2 削減達成目標に活用するとともに、日本の優れた低炭素技術をインドへ普及させるこ

とで日本経済への貢献にもあわせて寄与したいとするものである。導入可能性調査につい

ては、インドでエネルギー需要が多い産業部門の企業を対象に、繊維業、鍛造業、鋳造業の

企業において実施し、その調査結果を取りまとめた。 
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［本事業体制と実施工程］ 

 

 
 



［導入可能性調査］ 

本調査では、インド側パートナーの TERI が選定したサイトにおいて、IGES と TERI が

共同で、インドの 6 ヶ所の対象企業（工場）において実施可能性調査を実施、既存の圧縮

空気システムについての現状調査、圧縮機のインバータ化等機器にかかるハード面のみな

らず、圧力損失や制御方法といった機器の運用等のソフト面の両面から、CO2 削減の可能

性を調査し改善の提案をおこなった。 

実施した対象企業の何れにおいても圧縮空気システム技術の導入による CO2 排出削減ポ

テンシャルがあることが分かった（表 1）。改善対策の効果は、企業ごとにその提案内容や

各企業の現場環境・条件等によって CO2 削減効果が異なるが、概ね削減効果のポテンシャ

ルは高いことが分かった。 

とりわけ電力料金が安価なインドにおいては、ランニングコストが低く、かつ温室効果

ガスの削減につながることから圧縮空気システムは比較的導入が容易な技術であると考え

られ、クラスター展開等、普及拡大を目指すことで削減量は大きく見込める可能性が高い。 

各調査先企業の機器に関するハード面での改善対策とその推定効果を以下の表にまとめ

た。ハード面での対策を打ちつつ、ソフト面で効果的な運用をおこなうことにより、より

CO2 排出を低減することが可能になってくると言える。 

 

［キャパシティ・ビルディング］ 

日本の圧縮空気システムの導入可能性調査は、実際にサイトを訪問し調査するものであ

るが、調査の際には現地サイトの関係者に対して、直接改善提案および運用などのアドバイ

ス等を通じたキャパシティ・ビルディングも実施している。これはその技術に対する認識を

促進し普及を図ることを目的としている。 

また、上記のようにサイトレベルだけでなく、より広い対象に対してもワークショップや

トレーナー向けトレーニングセミナー等を開催し、日本の圧縮空気システムの紹介とその

最適運用に関するキャパシティ・ビルディング通じてその技術の紹介および省エネに関す

る認識の向上や普及を図りつつ、日-印間のネットワークの構築・拡大もおこなってきた。 

今年度のワークショップでは、マハラシュトラエネルギー開発公社（Maharashtra Energy 

Development Agency（MEDA), India）の協力を得ることができ、地元政府関係機関との新た

なネットワークを構築ができたことは、今後の案件形成を検討する上で有益なことであった。 

 

［事業化に向けた計画］ 

本年度実施した、圧縮空気システムの実施可能性調査の対象企業の何れにおいても技術

の導入による CO2 排出削減のポテンシャルがあることがわかった。ただし、インドとは JCM

の署名が未締結であることから、現時点ではプロジェクトとしては認可されない。そのため、

本事業の下では JCM が締結された際には事業化に向けて取り組めるような調査や活動を実

施、それと並行して、将来的に JCM を使わず自力で圧縮空気システムを導入できる企業が

あれば、導入を見据えた導入効果の測定等をおこなうことも検討する。 



圧縮空気は、産業において、電力、ガス、水に続き 4 番目に有用性が高いと言われており、

分野横断的な低炭素技術として、圧縮空気システムの改善を通じた省エネルギー化により

GHG 排出量削減に高い効果が期待されるので、事業化に向け案件形成を検討していきたい。 

 

表 1：導入可能性調査：各調査企業別 機器に関連する改善対策とその推定効果 

 

 

  

調査サイト名 ハードウェア／機器の導入

に関するの提案

推定排出削減量

（kWh／年）

推定排出削減

量（Ton／年）

推定運転コスト削

減額（Rs／年）

初期費用（日本国

内市場）  （千円）

推定投資回収期間

（年）

CO2 1トン分の削減にか

かる推定費用

（千円／CO2 1トン削減）

Install Inverter A.C

(NL-0)

308,160 287 1,848,960 7,000 1.9 24.4

Install Inverter A.C

(NL-1)

308,160 287 1,848,960 7,000 1.9 24.4

Install Inverter A.C

(NL-2)

256,543 239 1,539,259 5,000 1.6 20.9

Install two stages A.C 391,500 384 2,349,000 30,000 6.4 78.1

Install Booster 108,864 106 653,184 3,000 2.3 28.3

Install Inverter A.C 350,000 343 2,362,500 10,000 2.1 29.2

Install 2 stage A.C 130,500 128 880,875 10,000 5.7 78.1

Bombay Dyeing

Co. Ltd.

Install Inverter A.C 60,830 56 334565 3,000 4.5 53.6

Install Inverter A.C 660,200 647 4852470 12,000 1.2 18.5

Install high-efficiency

drain trap

158,000 155 1161300 4500 1.9 29.0

Install Inverter A.C 660,200 647 3961200 12,000 1.5 18.5

Install Booster 109,000 107 654000 1,400 1.1 13.1

Install Inverter A.C 660,200 647 3631100 12,000 1.7 18.5

Install high-efficiency

drain trap

63,200 62 347600 1,800 2.6 29.0

GHG排出削減を目的としたインドの選定サイトにおける圧縮空気システム改善のためのハードウェア／機器の導入に関する提案のまとめ

Ahmednagar

Forging Co. Ltd.

Raymond UCO

textile

Arvind Textile

Co. Ltd.

Mahindra

Hinoday Co. Ltd

Morarjee Textile

Co. Ltd.



事業説明書 

 

本事業は、（公財）地球環境戦略研究機関(IGES)と協力日本企業がこれまでインドのエネ

ルギー資源研究所（TERI）や中小企業（SME）と築いてきた連携、および、昨年度まで約 4

年にわたり取り組んできたインド各地での取組などを背景に、低炭素化技術の圧縮空気シ

ステム（CA）を導入、適用促進、および、それらの活動を通した JCM 大規模案件の発掘･

形成を目的としている。 

 これにより、世界最大級のエネルギー消費、温室効果ガス（GHG）排出国であるインドが

有する GHG 削減ポテンシャルを日本の CO2 削減達成目標に活用するとともに、日本の優

れた低炭素技術をインドへ普及させることで日本経済への貢献にもあわせて寄与する。 

 

 

 

本年度 IGES と TERI が実施した圧縮空気システムの実施可能性調査（FS）では、対象

企業の何れのサイトにおいても、圧縮空気システム技術の導入による CO2 排出削減ポテン

シャルがあることが分かった（表１）。具体的な改善対策の効果については、その提案内

容や各企業の環境・条件によって CO2 削減効果は異なる。また調査では、コンプレッサー

のインバータ化等、機器の導入を伴うハード面での改善だけでなく、エアー漏れの低減

等、機器の運用に関するソフト面での改善においても、提案内容によっては初期投資費用



をあまりかけなくても対策により CO2 削減効果を得られること分かり、日本の圧縮空気シ

ステム技術の導入・運用の両面からの提案を通じて、インドにおける GHG 削減ポテンシ

ャルをより高めることが可能になることが分かった。 

また、ワークショップを通じた圧縮空気システム技術の紹介とその最適運用に関するキ

ャパシティ・ビルディング通じて、技術の紹介および省エネに関する認識の向上や普及を

実施。インドにおける当該技術への関心が高いことが分かった。 

 

表１：導入可能性調査：各調査企業別 機器に関連する改善対策とその推定効果 

 

 

 

 

調査サイト名 ハードウェア／機器の導入

に関するの提案

推定排出削減量

（kWh／年）

推定排出削減

量（Ton／年）

推定運転コスト削

減額（Rs／年）

初期費用（日本国

内市場）  （千円）

推定投資回収期間

（年）

CO2 1トン分の削減にか

かる推定費用

（千円／CO2 1トン削減）

Install Inverter A.C
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第 1 章 調査の背景と概要 

1.1 調査背景 

(1) インド政府の JCM への対応 

日本が推進している二国間クレジット制度（以下 Joint Crediting Mechanism: JCM）は、国

連気候変動枠組条約（UNFCCC）における新たな市場メカニズムに位置付けられるものとし

て交渉が進んでいる。カタール・ドーハ（COP18）においては、我が国が提案する JCM を

含む各国の緩和策に関する様々アプローチに対する「枠組み」について作業計画が策定され、

ポーランド・ワルシャワ（COP19）でも、実質的な議論が行われた。また、カンクン合意に

基づき先進国が 2014 年以降に 2 年ごとに提出する隔年報告書内の共通報告様式が合意さ

れ、JCM によって達成された GHG 削減量が記載される。 

 本調査で対象とするインドは、2015 年 2 月現在、JCM 二国間署名には至っていないが、

政府間対話が進行中であり近い将来署名される期待が大きい。署名された時点で、プロジェ

クトが即時対応できることを目指し、本調査は実施された。 

 2014 年 2 月には、IGES が本調査で連携している TERI と共同で“Workshop on Financing 

of Low Carbon Technologies in Indian Industry”をインド・ニューデリーで開催し、日本、イン

ド関係者が参集し、インドにおける JICA の省エネ融資や、インド中小企業開発銀行（Small 

Industries Development Bank of India：SIDBI）等と連携した日本の低炭素技術の導入の議論が

なされた。そのなかで、インド側からは JCM に高い関心が寄せられ、早期署名を求める意

見も出され、日本の低炭素技術に対する高い関心が寄せられた。 

  

(2) インド政府の温室効果ガス削減方針と取り組み 

インドの2010年の温室効果ガス排出量は17.4億トンで、世界のGHG全排出量の5.6％を

占め、世界第3位である。2035年には、排出量が2倍以上に増大すると予想されているが、

2020年までに2005年比で20

～25％削減するという自主

目標を表明している。2012

年に新・再生可能エネルギ

ー省が発表した第12次5カ年

計画（2012年4月～17年3

月）では国として再生可能

エネルギーを発展させるこ

とが明確に打ち出され、風

力・太陽光発電に重点をお

いた計画が示されている。 

出典:Ministry of New and Renewable Energy Government of India” Renewable Energy in India: Progress, Vision and 

Strategy” 図 1-1 インドにおける再生可能エネルギー発電設備容量導入目標 

 

http://www.rist.or.jp/atomica/dic/dic_detail.php?Dic_Key=2067
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 インドは、2008 年 6 月 30 日に、気候変動に関する国家行動計画（National Action Plan on 

Climate Change：NAPCC）を発表し、具体的な取り組みに着手するなど、温暖化に関する国

内対策を積極的に展開している。国家行動計画は 8 つの優先国家事業（①太陽エネルギー、

②エネルギー効率の改善、③持続可能な居住環境、④水の保全、⑤ヒマラヤのエコシステム

の維持、⑥「緑のインド」、⑦持続可能な農業、⑧気候変動についての戦略的知識プラット

フォーム）に焦点を当てており、太陽エネルギーの国家事業が卓越した位置を占めている。

詳細を表 1-1 に示す。 

 

表1-1 インドの温室効果ガス排出関連指標（インドNAPCC 概要） 

分野 概要 

1. 太陽 ・太陽エネルギーの割合（太陽光発電を含む）を著しく引き上げる 

エネルギー ことを目的として、低価格化、簡便化を目的とする大規模な研究開発を実施 

2. エネルギー ・2001 年の省エネルギー法に加え以下の 4 つの新規事業を開始する 

効率改善 1) エネルギー集約産業・設備における取引可能な省エネ証書を用いた市場 

 メカニズム 2) 高効率機器へのシフトを加速するために高効率機器の価格を 

 下げるための革新的手法 

 3) 全セクターで DSM プログラムへの資金供給を行うメカニズム 

 4) 省エネ促進のための財政手段 

3. 持続可能な ・以下の 3 事業を通じ、省エネ促進を都市計画・都市再開発の不可欠 

居住空間 な要素とする 

 1) 省エネビル条例の対象を建替えにも拡大 

 2) リサイクルの促進、ゴミ発電を含む都市廃棄物管理、大規模な 

 研究開発プログラム 3)都市計画の改善と公共交通へのモーダルシフト 

4. 水資源・統合 ・インフラ、危機管理、早期警戒システムを含む適応策 

的水資源管理 ・規制措置により水利用効率を 20％改善する 

5. ヒマラヤ生 ・ヒマラヤの氷河・山岳生態系保全のための管理方策を採る 

態系保全 ・ヒマラヤを共有する南アジア諸国との情報交換 

  ・コミュニティによる生態系管理の促進 

6. 「グリーン・ ・600 万ヘクタールの植林から開始し、徐々に全ての荒廃林地へ範囲 

インディア」 を拡大する。 

7. 持続可能な ・耐暑性作物の開発 ・天水農業（rain-fed agriculture）の生産性向上 

農業 ・気候変動を監視・評価し栽培方法等を助言する農業研究システム 

8. 気候変動に ・気候科学研究基金の創設 

関する戦略的知識 ・気候変動の諸側面についての研究への資金提供 

出典：インド政府首相府「国家気候変動行動計画（National Action Plan on Climate 

Change : NAPCC）」（2008 年6 月30 日） 
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なかでも省エネ分野において NAPCC の一環として 2011 年 4 月に開始した省エネ達成認

証スキーム（Perform, Achieve and Trade: PAT スキーム）は、産業部門のエネルギー効

率向上に向けた革新的な施策として国内外から大きな関心を集め、新たな省エネ、GHG

排出量削減が期待されている。PAT は NAPCC に示された温暖化対策の一環として積極

的に展開されており、火力発電、鉄鋼、セメント、肥料、製紙・パルプ、鉄道、塩素アル

カリ、アルミニウムおよび繊維の 9 産業部門、700 を超える事業所で、効率改善目標が設

定されている。2012 年 4 月 1 日からモニタリング（計測）・ベリフィケーション（検

証）期間に移行した。 

2011年時点で、インドには温室効果ガス排出源の規制のみに対処する特定の法律は存在

していない。ポストストックホルム期間に、増加し続ける温室効果ガス問題に対処するた

め、インドは、環境法令を施行している。具体的に関連法令としては、1986年環境保護

法、1981年大気汚染防止法、1980年森林保護法、2001年省エネルギー法、2003年電気法

などである。 

2001年に制定された省エネルギー法は、インド電力省エネルギー効率局（BEE）によ

り、省エネ対策が義務付けされ、2007年からは指定事業者に対しエネルギー監査が義務付

けられた。 

また、近年インドは経済成長著しい中国と同様にエネルギー需要量が急増しており、

2035年には2008年の2.5倍のエネルギーを需要する見通しであり、インドの経済発展を持

続するためには、適正な価格で必要とされるエネルギーを入手することが重要であると考

えられる。インドは、豊富な石炭や石油をもつものの、急増する需要に供給が追いつか

ず、自給率は91%(1971年)から75%(2008年)と低下傾向にある。（出典：IEA（2010）" 

Energy Balances of non-OECD countries"， IEA（2010）" Energy Balances of OECD 

countries"） 

さらに電力供給体制が脆弱であることから慢性的な電力不足も深刻化しており、電力部

門の改革や再生可能エネルギーの開発などのエネルギー問題と電力供給の安定化に同時に

取り組むことが求められている。インドのエネルギー政策の基本方針、包括的なエネルギ

ー政策として、2006年8月に総合エネルギー政策（Integrated Energy Policy 2006）でエ

ネルギー分野における長期目標統括して提示しており、資源の持続可能性、エネルギーの

使用と供給、安全保障、アクセシビリティーと可用性、価格設定、効率性、環境問題等の

項目に言及し、主要な基本課題、省エネルギー、エネルギー利用の効率化、再生可能エネ

ルギーの開発、エネルギー価格の合理的な設定の重要性が強調されている。 

 

(3) インドの概要 

インド共和国（Republic of India）は南アジアのインド半島上に位置する。東はベンガル

湾、西はアラビア海、南はインド洋に面しており、その面積は328.7 万平方キロメートル

である（パキスタン、中国との係争地を含む）。北はアフガニスタン、パキスタン、中
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国、ブータン、ネパールと、東はミャンマー、バングラデシュと国境を接している。また

インド半島と海峡を隔ててスリランカが存在している。国土は山岳地帯、インダス・ガン

ジス平野、砂漠地帯、南半島部の4つの区分に分けられる。首都はニューデリーである。 

2001 年国勢調査によれば2001 年3 月時点の人口は10 億2,800 万人であり、男性が5 億

3,210 万人、女性が4 億9,640 万人である。1991 年から2001 年の平均年間人口増加率は

1.93％で、人口の多さは中国に次いで世界第2 位である（2010 年2 月現在の推計値は11 

億7700 万人）。粗出生率（人口1，000 人当たり出生数）は24.8、粗死亡率（人口1，000 

人当たり死亡数）は8.9 であるため、人口増加率はやや鈍化するものの、今後も右肩上が

りで人口が増加し、2015年には中国を抜き、2030年には14.8億人、2050年には16.1億人と

増勢が続くと予想されている（UN DESA data,2009）。人種や言語も多様であり、宗教別人

口では、ヒンドゥー教80.5％、イスラム教13.4％、キリスト教徒2.3％、シク教徒1.9％、仏

教徒0.8％、ジャイナ教徒0.4％となっている。また22 の言語が公用語として認められてお

り、植民地時代から英語も広く使用されている。古代文明の1つであるインダス文明が花

開いた地であり長い歴史を持つが、19 世紀に英国の植民地となり、約100 年間英国によ

る支配が続いた後、1947 年に独立した。独立の際にヒンドゥー教徒とイスラム教徒の間

で対立が生じ、インド（ヒンドゥー教徒中心）とパキスタン（イスラム教徒中心）で分離

独立という形をとることとなった。 

日本とは1952 年に国交を樹立し、インド国内の強い親日感情にも支えられながら友好

関係を維持してきた。 

インドは近年、急速な経済成長を遂げつつあり、図 1-2 に示すように世界第三位のエネ

ルギー消費、温室効果ガス排出国であるとともに、大きな削減ポテンシャルを有してい

る。 

また、日本貿易振興機構（ジェトロ）によると、インドには 1 千社を超える日本企業が

進出しており、省エネ型の工業機

械や空調設備等の導入には、協力

しやすい体制にあるといえる。経

済成長が進むインドに対し、早期

に日本の優れた低炭素技術を導入

することは、インドの温室効果ガ

ス削減に寄与するばかりでなく、

日本経済の活性化につながる可能

性もある。 

457
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出典: International Energy Agency (IEA) - CO2 Emissions from Fuel Combustion Highlights (2013 Edition) - CO2 

emissions: Sectoral Approach (2011)データを元に IGES 作成 

図 1-2 世界の温室効果ガス排出量（上位 10 ヶ国） 
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(4) IGES のインドにおける取り組み 

IGES が 2010 年度から 2013 年度までの 4 年間において、地球規模課題対応国際科学技術

協力事業（SATREPS）（JST/JICA）の支援のもと、インドエネルギー資源研究所（TERI）

と共同で、グジャラート州、マハラシュトラ州、チャンディガール連邦直轄領の乳業、鋳

造業等の中小企業（Small Medium-sized Enterprise: SME）を中心に、ガスヒートポンプシス

テム（GHP）、電気ヒートポンプシステム（EHP）、誘導溶解炉（IF）、圧縮空気システム

（CA）のハード機器導入や改善活動、キャパシティ・ビルディングなどのソフト分野での

適用促進を実施してきた。本事業では、インド側の強い要望により、CO2 削減ポテンシャ

ルが高く、地域に多数存在している SME を対象とした。 

導入対象技術は、日本側で CO2 削減効果の大きいリープフロッグ技術に焦点をあて技術

の抽出を行い、さらに、インド側でもエネルギー消費量の大きいプロセス技術及び工場セ

クターのニーズや適用可能な部門等から日本のエネルギー効率の良い技術を抽出し、日印

双方から抽出した技術をベースに、共同で技術の選定をおこなった。選定にあたっては日

本の主要な低炭素技術を有する企業の専門家らが現地調査を行い、現地のニーズ及び適用

可能性を調査した結果を参考とし選考した。 

日本からの支援として、技術導入時に導入機器メーカから担当者をスーパーバイザーと

して派遣し、技術の導入並びに運転が円滑に実施できるよう協力を依頼してきた。 

また、実際に低炭素技術を適用した SME において、その適用効果を検証するためにエ

ネルギー消費データなどの計測も実施した。 

ソフト分野での適用促進においては、インドでは関係者を参集したセミナーを開催する

ことで、強い関心を示す SME などの発掘を行い、更に IF では 2013 年 12 月に TERI 研究

員、SME のマネージャーを日本に招聘し、改善活動に関する知識の習得及び日本の中小鋳

造工場の現状視察を行うとともに、IGES－TERI 間での事業内容並びに今後の調査に関す

る協議などを正式に合意した。加えて 2014 年 3 月には、IGES、アジア太平洋地球変動ネ

ットワーク（APN）センター、兵庫県主催の国際シンポジウム「新興国への低炭素技術の

適用促進について」（兵庫県神戸市）を、インドから TERI のディレクター、研究に参画し

ている SME の一つである鋳造会社の社長を招聘し、日本企業専門家を交えて開催した。 

現在、事業自体は終了しているが、日本側企業の協力体制及びインド側の TERI、SME

との連携は維持しており、エネルギー消費データ等の管理や制御に関するアドバイス等、

現地でのフォローアップ活動は継続して TERI と共同で実施している。 

上記において IGES で実施した調査結果によると、表 1-2 に示すとおり、対象とした施設

レベルで 50 - 340 CO2-t/年、産業セクター全体で 8,000 - 400,000 CO2-t/年の削減ポテンシャル

が推計されており、温室効果ガスの削減が大きく見込まれる可能性がある。稼動のエネルギ

ーコストに関しても大きく削減され、イニシャルコストを短期間で回収しうる可能性は十

分にあり、導入されやすい環境にある。とりわけ、今回調査対象とした CA 導入での CO2

削減量 1t 当たりの初期投資コストは低く、費用対効果が大きい。 
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また、インドの企業の 80％以上にあたる約 300 万社が中小企業であり、GDP の約 60％が中

小企業と直接・間接的に関わっているとも言われている。そのため、本調査においては、工

場全体、ひいては地域の工場に広く展開されることを目指し、汎用機器であり、CO2 削減ポ

テンシャルが大きい CA のインバータ技術および周辺設備の改善もあわせた低炭素化技術

の導入について調査を行った。 

 

表 1-2 インドの温室効果ガス削減効果及び導入費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2 調査概要 

(1) 調査の目的 

本調査では、IGES と協力企業が今までインドの TERI、SME と築いてきた連携並びに昨

年度まで約 4 年にわたり取り組んできたインド各地での取り組みなどを背景に、低炭素技

術の CA のハード技術（インバータタイプ）、圧力損失や制御方法などのソフト面での改善

を導入、適用促進を実施し、JCM 大規模案件の発掘･形成を目的とする。これにより、世

界最大級のエネルギー消費、GHG 排出国であるインドが有する温室効果ガス削減ポテンシ

ャルを我が国の CO2削減達成目標に活用するとともに、日本の優れた低炭素技術をインド

へ普及させることで日本経済への貢献にもあわせて寄与する。 

 

(2) 調査期間 

平成 26 年 9 月 5 日から平成 27 年 3 月 20 日 

 

(3) 調査の手順 

本調査は、図 1-3 の流れに沿って下記に詳細を示す(1)推進体制の構築から(7)報告書作成

までを実施する。 
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図 1-3 調査の流れ 

 

(1) 推進体制の構築 

国内の調査体制として、調査の進捗等の連絡／調整を図るため、IGES 及び協力企業

との間で連絡会議を設置し、必要に応じ、打ち合わせ、会議を開催する。 

(2) キックオフミーティング 

TERI と IGES、双方の関連企業において、本調査に関する協力体制を強化するととも

に、日本及び現地にて、キックオフミーティングを開催し、調査の内容を共有する。 

(3)インド TERI と IGES 間の連携 

TERI-IGES 二者間では、2010 年 5 月から 2014 年 3 月までの約 4 年間、SATREPS に

おいて、ハード機器導入や改善活動、キャパシティ・ビルディングなどのソフト分野

での適用促進の事業を実施してきた。 

この連携及び関連企業の協力のもと、現地調査やワークショップに取組み、低炭素技

術の導入、適用促進を検討する。 

(4)調査  

1) FS 調査の確認、モニタリング 

前述の通り、CA については、既にインドにおいてパイロット事業が先行しており

モニタリングなど協力が進んでいる。これに加え本調査にて、経済性の確認及び

GHG 削減量の検討を加え、上記のクラスター展開の早期導入を目指す。 

2) ニーズ調査 

CA について、他地域や SME 以外の大企業など対象を拡大させて適用が可能かなど

の他のニーズについてもあわせて調査を実施する。 
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(5) MRV 方法論(案) 、PDD(案)の策定 

本調査では、前述した通り、パイロット事業での実績があるので、既に CO2 削減量

やエネルギー使用量などの調査は行っており、JCM の方法に沿った MRV、PDD を作

成するための素地は得つつある。これに加え、今回の調査結果、開発済の MRV 方法

論を参考に、CA の MRV 方法論(案)を策定する。この案は JCM ガイドラインに従い

策定し、モニタリング項目、手法、手段等を含む。なお、検討にあたっては、IGES が

取り組む他のプロジェクトとも連携する。 

時期に関しては、MRV（案）については、環境省からの指示があれば即座に JCM 合

同委員会へ提案できるよう準備する。 

また、PDD 案については、環境省からの指示があれば即座に JCM 合同委員会が選定

した「第三者機関」又は左記に準ずる者に「妥当性確認」できるよう準備する。 

(6)合同セミナーの開催 

調査結果を取りまとめ、調査結果や今後の調査に向けた意見交換を行うため、現地に

て、関係者及び企業関係者等の参加による合同セミナーを開催する。 

(7)報告書作成 

調査結果及び合同セミナー等での検討結果等について取りまとめた報告書を作成する。 

 

(4) 調査の実施体制 

本調査は、図 1-4 の調査実施体制に基づき、IGES-TERI 連携の下、日本側企業とインド側

企業の協力を得て実施する。 

 

 

図 1-4 調査実施体制 
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(5) 調査概要 

 本調査は、図 1-5 の調査スケジュールのとおり、前述(3)調査の手順に示した(1)推進体

制の構築から(7)報告書作成までを実施し、連絡会議や現地出張も行う。現地出張について

は、10 月に TERI と現地企業を訪問しヒアリング、モニタリングの実施及びワークショップ

を開催し、2 月には現地での報告会並びに今後の活動に関する協議を実施する。 

 

 

図 1-5 調査スケジュール 

 

  

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

推進体制構築

事業計画策定

TERI-IGES連携

CA調査/検討

ＭＲＶ方法論(案)の策定

キックオフ、合同セミナー
●
(日）

●
(印）

●
(日印）

報告書作成 ●

連絡会議 ● ● ● ● ●

現地出張(調査/報告） ● ●

2014 2015
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第 2 章 FS 調査等の実施 

2.1 圧縮空気システムの低炭素化の導入可能性検討 

(1) 圧縮空気システム 

調査対象として選定した圧縮空気システムでつくられる圧縮空気は、電気、ガス、水道に

次いで産業界における第４の汎用的なインフラであるといわれている。その一方で、最も非

効率的なエネルギーでもあり、一般的に圧縮空気システムは十分な管理がされておらず、結

果としてさまざまなロスが生じている。標準的な圧縮空気システムの性能分析では、圧縮空

気は効率的に利用されておらず、圧縮空気の 20%に相当する漏れがあることが示されてい

る。オリフィス、調整弁、供給バルブ、接合部等からの圧縮空気の漏れが、圧縮空気システ

ムを低効率にしている主因である。老朽化した配管は腐食や内部抵抗の増大によって空気

の漏洩に付加してエネルギー損失を増大させる。漏洩が大きいため、必要量の 20%も余分

な空気を圧縮しなければならず、無駄な圧縮のためのエネルギーが消費されている。 

また、圧縮空気の不適切な使用により大量のエネルギーが無駄に消費されている。通常、

発生した圧力は特定エリアにおける圧力要求に関係なく、すべてのエリアで同じである。 

ほとんどのインドの製造業では、通常、圧力または流量制御装置を使用していない。圧縮

機設備に適合しない貧弱な環境や、メカニカルな要素、たとえば放出弁または吸気弁の故障、

ピストンリングの摩耗、吸込み側フィルタの詰まり等や他の要因により、比電力消費もまた

高い。さらに、圧縮空気配管には通常圧力損失がある。これらの圧力損失が大きいと工場用

途に必要な最低圧力を確保するためにより高い圧力に空気を圧縮する必要があり、コンプ

レッサーの負荷が大きくなりまたエネルギー消費も大きくなる。圧縮機をより高い圧力で

使用することは、機器設備の寿命を短くする可能性もある。 

圧縮空気システムは、図 2-1 に示すとおり、空気圧縮機、レシーバ、ドライヤ、フィルタ、

配管、アクチュエータ（使用端デバイス）要素から構成されている。 

 

 

図 2-1 圧縮空気システムの概要 
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図 2-2 に示す供給端（空気圧縮機）から需要端（使用端）間のさまざまなポイントにおい

て、圧力損失に起因し圧縮空気システムにおけるエネルギーロスが生じる。したがって、圧

力損失の削減が、エネルギー削減に大きく寄与し、最終的に CO2 削減へとつながると考え

られる。 

 

図 2-2 圧縮空気システムにおけるエネルギーロスのイメージ 

 

(2) 圧縮空気システムの CO2 削減のポイント 

圧縮機設備の CO2 削減には、使用エネルギーを削減すれば良いので、動力の要素となる

圧力と消費を減らす。また、漏れや圧力損失を低減すれば有効なエネルギーを使うことがで

きる。 

以下は空圧系を改善する 3 つのポイントである。 

1.消費量を下げる（無駄の排除、漏れの削減など) 

2.運転圧力を下げる（分圧化や損失の削減など) 

3.圧縮機システムの最適化（効率よく使う）  

詳細を図 2-3 に示す。 

 

図 2-3 圧縮空気システムの空圧系における CO2 削減 3 つのポイント 

 

圧縮空気システムの CO2 削減のチェックリストを下表 2-1 に列挙する。 

 

表 2-1 圧縮空気システムチェックリスト 

・複数台使っているが制御がバラバラである 

・負荷変動が激しい 

・圧縮機に対してレシーバタンクの容量が小さい 
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・使用空気量に対してエアー配管が細い、長い 

・使用している圧力が高い 

・増圧弁が使われている 

・減圧弁が多く使われている 

・コンプレッサーが老朽化している 

・工場や設備が老朽化しており、漏れが多い 

・圧縮機のサイズがバラバラでバランスが悪い 

このリストを確認し、状況を改善することで CO2 削減につなげることができる。 

 

(3) 圧縮機の電力とコスト 

 工場で消費するエネルギーは、モータ使用機器が大きく、その中でも圧縮機で消費される

電力は、全体の約 15～25％を占めるといわれている。標準的なサイズ(75kw 相当)で消費す

るエネルギーの大部分（約 84%）は電力コストで、残りの約 9%がメンテナンスコスト、7%

が圧縮機本体や据付設置工事などのイニシャルコストである。 

そこで、圧縮機のコスト・原単位を考えると、空気圧縮機の場合、原単位は動力と空気量

の比であり、電力量計（Watt meter）とともに空気流量計(Air flow meter)を取り付けて原単位

管理することが重要である。 

原単位管理には、１M3 あるいは１CFM あたりの単価を見る方法と、比動力管理を行う

方法があり、下図 2-4 の方法で算出する。 

・空気１M3 あるいは１CFM あたりの単価(1M3 あたり 2 円などが標準) 

・比動力の単位は kW/M3/min あるいは kW/CFM(6～7kW/M3/min 前後が良い) 

 

図 2-4 圧縮空気システムのコストの考え方 

 

2.2 調査結果 

(1) 調査対象工場 

 調査は、繊維業 4 社、鍛造業 1 社、鋳造業 1 社において実施した。 
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繊維業 4 社は、インドの PAT スキームにおいて、選ばれた 9 つの産業部門の１つであり、

エネルギー効率向上に向けた革新的な省エネ、GHG 排出量削減対策が期待されている。ま

た、鍛造、鋳造業は従来、エネルギー需要が多いことから、IGES と TERI が共同で調査を

してきた産業部門であることから選定した。 

 

表 2-2 調査対象工場の概要 

Date Company (industry sector) Places 

Oct.6th (Mon.) Kick off meeting with TERI 

Feasibility study at Raymond Denim Pvt. Ltd. (Textile). 

Nagpur 

Oct. 7th (Tue.) Feasibility study at Morarjee Textile Ltd. (Textile) Nagpur 

Oct. 8th (Wed.) Feasibility study at Arvind Pvt. Ltd. (Textile) Ahmedabad 

Oct. 9th (Thu.) Feasibility study to Bombay Dyeing Ltd. (Textile) Pune 

Oct. 10th (Fri.) Feasibility study at Ahmednagar Ltd. (Forging) 

Feasibility study at Mahindra Hinoday Ltd. (Casting) 

Pune 

Oct. 11th (Sat.) Work shop  

Wrap up meeting with TERI  

Pune 

 

  

対象地域は、インド中西部マハラシュトラ州ナーグプル、プネ及びインド西部グジャラー

ト州アーメダバードである。詳細は表 2-2 に示す。 

 

(2) CO2 削減、環境改善の提案 

 本調査で訪問した工場においては、以下に列挙するいずれかの方法での CO2 削減を伴う

環境改善を提案する。この対策の CO2 削減効果は、提案する内容によって初期投資費用を

伴うが、うまく対策を行うことができれば、費用は最小でも大きな効果を得ることができる。 

1. 圧縮機を効率良く使う 

 ・吐出圧力を下げる 

 ・インバータ圧縮機の有効活用 

・Centrifugal＋スクリュー圧縮機の組み合わせ 

・ブースター圧縮機の採用 

・二段圧縮機の採用 

2. ムダをなくする 

 ・漏れの低減～まず現状調査から 

 ・埋設配管の廃止～配管を地上に出す 

 ・インタークーラ、アフタークーラからのブローを止め、エアーのブロー量を削減する

ために高効率のドレントラップを採用する 
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・効果的なブローガンの採用、ブローガンの改善 

・アクチュエ―タにエアーセイビングバルブを採用 

 ・省エネカプラの採用 

3. 環境を整える 

 ・FRESH、COLD、DRY の環境 

 ・ドレン処理装置の設置 

・プレ吸入フィルタの定期的な清掃 

4. 配管と省エネ 

5. 圧縮機室内の温度上昇対策…換気対策方法 

6. レシーバタンクの簡易点検 

7. エネルギーモニタリング 

 ・監視システムの採用 

8. 計測診断技術の活用 

9. 冷却用ポンプのインバータ化 

 

(2)-1 圧縮機を効率良く使う 

吐出圧力を下げる 

図 2-5 に示すとおり１段圧縮機

の場合、現状の末端で 7Bar である

ところを1Bar下げたスクリュー圧

縮機では 8％ものエネルギー削減

が可能である。 

工場で使用される空圧機器は必

ずしも高い圧力で使用されるとは

限らない。できるだけ低い圧力で

使うようにするとエネルギー消費

が少なくなる。 

 

インバータ圧縮機の有効活用 

圧縮機はユーザー側の必要空気量に対して仕事を行うが、常に 100％で仕事をしているわ

けではない。ユーザー側で必要な空気量に対し、圧縮機側は容量制御が行われるが、この時、

制御性能の良し悪しで消費動力に大きな影響を与える。要するに制御特性の良くない圧縮

機は仕事をしていなくても余分なエネルギーを消費してしまう。 

インバータスクリュー圧縮機は、必要な空気量に対して圧力センサーがインバータに信

号を与え、回転数を変化させることによって理想的な容量制御が可能となるように設計さ

れている。必要な空気量を得るのに最も少ない電力量で稼働できる方法である。 

図 2-5 圧縮空気システムの吐出圧力と電力 
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インバータ圧縮機は回転数が変化しても圧縮機の性能が損なわれずに定圧圧縮を行うた

め無駄な仕事がほとんどなく、理想的な電力費の削減を図ることが可能になる。 

なお、インドにおいては繊維業界で多くの Centrifugal（ターボ圧縮機)を見かけた。使用

されている圧縮機の種類によって圧縮方式が異なり、エネルギー削減対策も変わってくる

ので工場の特性に見合った機種の選択が重要になってくる。 

 

図 2-6 に一般的なインバータスクリュー圧縮機の特性を示す。 

この例では 75kW 相当のインバータ圧縮機が、一定速機(サクションアンローダ方式)に対

してどれほど省エネになるかを表している。この 75kW の圧縮機が、平均空気量負荷率が

70％で運転されていたとすると、空気量は 30％低下しているにもかかわらず、動力では 10％

以下の低下に過ぎない。ここに大きな無駄がある。 

インバータ圧縮機では消費空気量に見合った動力で済むので、動力負荷率では、ほぼ 70％

となる。結果的に、両者を比較すると 25％もの省エネが出来ることになる。 

図 2-6 インバータスクリュー圧縮機の特性（75kW の例） 

 

図 2-7 に圧縮機の種類と主な特性を示す。 

圧縮機には、その用途やサイズによってさまざまな機種が存在するが、すべての圧縮機が

省エネに適している訳ではない。省エネに適している機種は、レシプロ、スクリュー、スロ

ール圧縮機などの容積型の圧縮機で、圧力を下げれば動力が下がる特性を持っている。一方、

ターボ圧縮機は簡単に言えば、空気にスピードを与えて圧縮を行う方法であるため、圧力を

下げても思うように動力が下がらない。また、容量制御特性が良くないため、できるだけベ

ースロードで使った方が省エネになる。 
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図 2-7 圧縮機の種類とエネルギー削減対策 

 

Centrifugal を中心とした設備に対しては、下記の提言を行う。 

・Centrifugal をベースとして負荷変動している容量制御はスクリュー圧縮機で行う。 

Centrifugal（ターボ）圧縮機は、 

・小型容量機より大容量機の方が省エネになる 

・圧縮段数は多いほどエネルギー削減になる。2 段式よりは 3 段式を選ぶ 

・負荷変動は効率が悪くなるため、ベースロードとして使う 

・吐出圧力を下げてもエネルギー削減にはならないため、選択に注意する 

・温度による性能変化を受けやすい（低い温度の方が有利）  

などの特徴を有することから、図 2-8 に示すように Centrifugal（TURBO）圧縮機はベ

ースロードとして使い、負荷変動分は、容積型の圧縮機（スクリュー）で行うとエネル

ギー削減（原単位が小さく）になるといった利用方法が適している。 
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図 2-8 負荷変動を吸収する方法としての圧縮機の組み合わせ 

 

ブースター圧縮機の採用 

 工場で使用されるエアーは、全てが同じ圧力で動いているとは限らない。エネルギーコス

ト削減のためには工場全体の圧力は可能な限り下げ、局所的に高圧エアーが必要なところ

にブースター圧縮機を導入することで、大幅なエネルギー削減を図ることができる。イメー

ジ図を図 2-9 に示す。 

工場に供給される圧力を 1.5bar 下げると、圧縮機に要する動力をプラスしてもライン全

体では約 10％のエネルギー削減効果が得られる。 

一方、ブースター圧縮に使われるエネルギーはわずかなエネルギーで済む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二段圧縮機の採用 

1 段圧縮機が複数台運転している状況なら、2 段圧縮機を推奨する。 

レシプロ圧縮機やスクリュー圧縮機では、コスト面と使いやすさから 1 段圧縮機が普及

しているがエネルギー効率が良くない。省エネルギーを視点とすると 100kW 以上の圧縮機

は 2 段式の圧縮機を採用した方がコストメリットはある。 

図 2-9 圧縮機の局所高圧化の一例 
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表 2-3 に示すとおり、1 段圧縮機に対して 2 段圧縮機を採用した場合、原単位が 15～18％

も良くなる可能性がある。ただし、ユーザー側で負荷変動の大きい設備は分割の方がエネル

ギー削減に効果的になることもあるので選択には注意が必要である。 

また、下記について集中化、大型化を推奨することでもエネルギー削減が可能になる。 

・現状でバラバラに設置されている圧縮機を大型化し、集中化する。 

・圧縮機は 2 段圧縮機を採用、エネルギー効率を良くする。 

・環境の良い場所に設置し、トラブルの外的要因をなくす。 

・メイン配管を 150 ㎜(6B)とし、各工場に通す。従来の漏れはなくなる。 

・1 台をインバータ化して、台数制御を行えば、容量の最適化ができる。 

 

表 2-3 圧縮機の原単位 

 

(2)-2 ムダをなくす 

漏れの低減～まず現状調査から 

圧縮機でもっともムダなエネルギーは漏れによって失われるエネルギーである。 

空圧業界の経験的な数字として、工場全体から漏れ出る圧縮空気は生産した量の 20％に

達すると言われている。これは平均的な量であるので、漏れが多いところは 50％にも達す

ることがある。 

エアー漏れはどこでも起こりうる現象であるため、まず、漏れている量と漏れ箇所を調

査しておかなければならない。エアー漏れは、すべて無駄なエネルギーとなるので、すぐ

に対策をとる必要がある。 

漏れチェックは、夜間か休日工場が操業していない時に行う。 

まず圧縮機を稼働し、所定の圧力（たとえば 7bar）まで上昇したら、停止、所定の圧力

から１Bar 低下するまでの時間を測定する。 

エアー漏れは一度漏れが起こると対策を行っても再び同じ場所から漏れる傾向にある。

一度対策すれば完了ではないため、継続的に監視し、対策することが重要である 

圧縮設備全体（工場)からの漏れ量は次式により求める。 
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漏れ調査方法としては、音による確認や手をかざして確認する方法等があるが、周囲の条

件で判断しにくい場合がある。定量的な診断方法としてリークディテクタによる漏れ調査

方法をおすすめしている。 

リークディテクターは漏れ出る圧縮空気の漏れる微細な音を検知して漏れをチェックす

る方法で、付属するレーザーポンタ―によってエアー漏れ量と位置を計測する。 

リークディテクターの特徴は下記のとおりでいろいろなものに応用ができる。 

一般的に気体や液体がある程度の速度で大気中に放出された場合や、傷・グリス切れの状

態のベアリングなどからも超音波が発生する。 

 プラントウォーカー リークディテクターⅡは気体の漏洩で特に顕著に発生する 40kHz付

近の超音波を検知し、配管からのエアー漏れや各種設備のガス漏れ発見、ベアリングの診断

など、エネルギー削減対策、環境保全対策、安全対策ツールとして、さまざまな分野に利用

できる。 

上記の調査で、漏れ量が計算できたら、次のステップでは、漏れ場所を特定し、そのう

えで最も効果的と思われる場所から対策を講じる。図 2-10 に漏れが発生しやすい個所を示

した。配管の接続部やレギュレータ等からのエアー漏れが多いことが報告されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋設配管の廃止～配管を地上に出す 

埋設配管は、配管が地上に露出しないため行われるケースが見られるが、長く使ってい

ると必ず配管が腐食し、大量のエアー漏れが発生する危険性がある。 

しかも、この漏れは発見が困難であるうえ補修も困難である。 

埋設配管で、圧縮空気の 50％が漏れた例も報告されている。 

埋設配管はできるだけ廃止し、配管を地上に出すように変更すると良い。 

止むを得ず地下施工しなければならない場合は、ピットに入れる方法を取る。 

インタークーラ、アフタークーラからのブローを止め、ドレントラップを採用 

図 2-10 エアー漏れが発生しやすい箇所の一例 
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インタークーラ等のドレン排出はオリフィスを通じて外部に排出される。この量は使用

されているオリフィスの径と圧力によって異なるが、ひとつのオリフィスあたり約 200 リ

ットルものエアーが排出される。Centrifugal では 3 個のオリフィスが使われているため圧縮

機 1 台あたり約 600 リットル（21cfm）もの圧縮エアーを排出していることになる。年間

280,000m3(9,8000,000cfm)もの損失が発生してしまう。 

排出エアー量を削減するために、高効率のドレントラップへの変更を推奨する。 

圧縮空気の生成過程にともなう、不必要なダメージやコストを効率的に回避するには、

実際に発生するドレン量に応じたドレン排出が要求される。 

このための容量レベルセンサを装備した BEKOMAT ドレン排出では、インテリジェント

電子制御が圧縮空気のロスおよびエネルギー消費を最小限に抑え、その結果、タイム制御

式の排出バルブを採用した場合と比較すると、半年間で初期投資を回収することが可能で

ある。（BEKO TECHNOLOGIES. “BEKOMAT の原則 - 資源の節減と効率性の向上” 

http://www.beko-technologies.jp/index.php?id=7199.（参照 2015-02-13））. 

 

効果的なブローガンの採用、ブローガンの改善 

エアー使用の用途を分析すると大半が、①エアーブロー、②機器駆動用に分けられる。 

この中でもブロー系のエアーは全体の 70％のも達するため、効率の良い使い方が求めら

れる。 

① エアーブローについて 

工場内で使用されるエアー消費量の中で最大のものである。 

工場内で使用される連続したエアー音は、エアーブローを行っている作業が多く、連

続使用の場合、エアー消費量はかなり多くなる。 

エアーブローの中でもブローガン（エアーガン）を使ったブローは、使用される機器

によって消費されるエアー量が異なる。 

ブローガンにはノズルを使ったタイプがエネルギー削減に効果的である。 

 【確認のポイント】 ①ブローの吹出口径・・・（大きい程消費量は“大”） 

           ②吹出圧力（供給圧力）・・・（高い程消費量は“大”） 

② 時間と頻度 

ブローガンは直管を使用したものが多いが効率が良くない。これは先端から吐出され

る直前圧力が問題で、直管の場合圧力低下が起こっているために効率低下を引き起こし

ている。エアーを削減するには、先端へのノズルを用いることによって直前圧力を高く

する。衝突圧力は減圧しても仕事量が同じになるようにすれば、エアーの消費量を 30%

削減することが可能である。 

配管に対するノズルのサイズは、配管の断面積に対して 3:1 が理想的である。 

③ 機器駆動用(アクチュエータ)について 

「アクチュエータ」の駆動（エアーシリンダ）に用いられるエアーは、それほど多く

http://www.beko-technologies.jp/index.php?id=7199.（参照
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ないが、力を出すことが必要なため、最低保証圧力が求められる。 

エアーシリンダの排気にエアーセイビングバルブを取り付けると、仕事をする力が同じ

でもエアー供給量を 30％削減できる。 

レギュレータの圧力計をチェックし、減圧できるか確認し、またエアーセイビングバル

ブとの組み合わせで、消費量を減らすこともできる。 

 

省エネカプラの採用 

 現在広く使用されているカプラは内径が絞られるタイプがほとんどで、カプラ内で内径

の縮小、拡大が行われる影響で圧力損失が発生する。省エネカプラは配管外部を接続する方

法であるため内径の変化がなく、圧力損失が極小で済む。 

 

(2)-3 環境を整える 

FRESH、COLD、DRY 

圧縮機の望まれる環境の三要素として、FRESH、COLD、DRY がある。圧縮機のような生

産設備は環境の影響を受けやすいため省エネルギーと密接な関係があり、環境を整える必

要がある。 

FRESH：圧縮機を設置する場所の空気が悪いと本来の性能を発揮できない。 

  ・周囲に有害ガス（腐食、劣化、破損） 

  ・粉塵、異物（早期破損、性能低下） 

  ・密閉された部屋（風量低下、温度） 

 ・海の近く（塩害、腐食） 

以上の影響により、サクションフィルタやラインフィルタでは詰まりが発生し、性能の低

下が起こる。圧縮機の設置環境が悪いと損失として 5～10％の低下は、ごく当たり前に起き

る。 

COLD：容積形圧縮機（スクリュー、レシプロ圧縮機）では、吸入温度が変わっても、吸

込状態で表した空気量はほとんど変化しないが、生成された圧縮機空気の密度が

異なる。結果的には温度によって吸入空気量の変化が起こる。 

空気の特性として吸込温度が低いほど、より少ない吸込空気量で同じ吐出空気量

をまかなうことができる、即ち、高温の空気は空気密度が薄いため吐出される量

が不足する（吸入空気温度が１℃高くなれば 0.3％の効率が低下する）。 

DRY ：吸込大気中の湿分は一部ドレンとして凝縮し、機外に排出されるため、湿度が

高いほど、圧縮機出口の圧縮空気の量は減少することになる。晴天時には圧力

が維持されていた設備が降雨とともに圧力が低下してしまうことがある。（晴天

の時と降雨の時では空気量が 3～5％低下する） 

また、発生したドレンの排出がうまく行われないと圧縮機本体にドレンが残

留し、潤滑阻害などダメージを与えてしまうことがある。 
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つまり、環境を整えるということは、省エネを維持するとともに、圧縮機設備を良好

に使用するための最低限の条件ということになる。 

ドレン処理装置の設置 

圧縮機から排出されるドレン水については、特に処理も行われずに排出されている。 

しかし、ドレン水は汚濁した水であり、環境保護を考えると、ドレン水をそのまま廃棄する

ことは、環境破壊の面で問題がある。 

一般的に圧縮機のドレン水には 100～300PPM の油分が含まれている。 

水質汚濁防止法によれば、河川に流すには、これを５PPM 以下まで下げなければならな

い規制がある。ISO140001 はこれに準拠しているためドレン水の処理を提案する。 

 

プレ吸入フィルタの定期的な清掃 

圧縮機は環境によって性能の低下が起こることは前述したが、圧縮機の吸い込み圧力が

低下しても圧縮機の効率が低下する。  

 たとえば、圧縮機のサクションフィルタが目詰まりしやすい環境ではプレフィルタを設

置する。サクションフィルタの清掃を定期的に行えば問題は解決するが、メンテナンスを行

うたびに圧縮機を停止しなければならない。プレフィルタはサクションフィルタの前に設

置すると、圧縮機を停止しなくてもメンテナンスができる。これを定期的に清掃すれば圧縮

機の効率を長期間維持できる。 

また、圧縮機室内が密閉された部屋であると、吸気圧力が低下して効率を悪くすることが

あるので、圧縮機室内の吸入圧力を監視してみるなど対応が必要である。 

図 2-11  プレフィルタの定期清掃による省エネ  

  

(2)-4 配管と省エネ 

圧縮された空気を末端まで届けるためには、配管が必要でここに様々なロスが発生する。

省エネ的には大きな課題となるため、この内容について記す。 
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吐出配管を施行する場合、熱膨張や振動などの外的要因を防ぐために腕の長い三屈曲（3

回は曲げて施工する）が望ましいと言われているが、これが出来ないときには適当な逃げ、

Ｕ字管、膨張継ぎ手（フレキシブルチューブ）を用いる。 

 省エネ面から見ると、曲がりは少ない方が抵抗を小さくできるので最小限に留める必要

がある。配管抵抗を少なくするためには、配管内を通る圧縮空気の流速を遅くするよう設備

する必要があり、なるべく太い配管で施行すると効果的である。 

 

＊配管施工の注意点 

空気の品質を向上させるために、配管の改善を提案する。 

配管施工上の注意として、細い配管、曲りの多い配管、バルブなどの仕切りが多い配管で

は損失が大きくなるため対策が必要である。 

また、配管にはドレンの逆流現象などによって圧縮機を壊すなど、さまざまなトラブルの

要因となる。したがって、配管の接続方法としては、上部からの接続が望ましい。 

立ち上がり配管には必ずドレン抜きを設ける。 

集合配管へはドレン逆流防止のため上から接続すること。（分岐する枝管も同様に  

上から接続する） 

集合配管は上流側から下流側へ勾配（1/100）を付け、配管の末端にはドレン抜きを 

設ける。                 

 

＊配管の材質 

 配管の材質と損失との関係は、配管内部を通る圧縮エアーの抵抗（摩擦）が大きいと発生

しやすいので、省エネ面では配管内部の摩擦を少なくするため、配管材の材質を検討する必

要がある。 

（a）炭素鋼管および配管 

圧力１MPa までの空気や冷却水管には、通常ガス管と呼ばれている配管用炭素鋼管

（S. G. P.）、あるいは白ガス管（亜鉛メッキ管）を用いる。 

これらの配管材は、安価で入手し易いため、広く使用されている。欠点としては、

腐食しやすく、漏れや破裂などのトラブルを起こすことがある。 

（b）ステンレス配管 

食品、薬品、化粧品、化学、あるいは電子産業や半導体製造設備など、特にクリー

ンエアーが要求されるところでは、ステンレス管を用いることが多くなってきた。

これはせっかく圧縮機側でクリーンなエアーを造り出しても配管の途中で錆など不

純物が発生すると末端で汚れた空気になってしまうのを防ぐ目的で用いられる。 

（c）塩化ビニール管 

塩ビ管は耐食性で加工しやすい特徴を持っているが、熱に弱く（軟化温度 76～80℃）

振動に弱い性質がある。また、熱膨張が大きく、鉄の 7～8 倍もある。したがって、
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給水、排水、排気、ドレン等に使用される程度とすること。塩ビ管は使いやすいが

積極的な使用はおすすめしていない。 

(d) ゴムホース 

簡易的に使用される配管にゴムホースがある。非常に簡単に接続が出来、柔軟性に

富んでいることから広く使われているが、欠点も多い。 

たとえば、ゆるやかな曲りをもったゴムホースでさえ鉄管に比べると 30％も損失が

大きくなってしまう。また、接続部は必ず絞り継手が取り付けられることになるた

め、圧力損失が発生する。 

ゴムホースは緊急時の対応策として用いる。 

 

 ＊配管の圧力損失 

① 管内の流速 

圧縮機から吐き出された

空気は配管内を通って末端

まで届けられる。この時管

内を通る空気(圧縮された空

気)は、その速度が速いほど

圧力損失が大きくなり、ま

た同じ空気量でもその空気

の温度が高く、圧力が低い

ほど管内の流速は速まる。                                    

図 2-12 圧縮空気の流れ 

圧縮機に付属している吐出管径は一般的に 10m/s ほどの流速で設計製作されている。

設置工事が簡単になることから、圧縮機の吐出配管口径と同サイズで配管施工するケー

スが見られるが、管内の流速は意外と速いため、省エネ的には不利である。 

 管内を通る空気の流速と、圧力損失の関係は配管径によって一様ではなく、同じ流速で

も配管径が細いほど圧力 

損失は大きくなる傾向

がある。表 2-4 に 100m

あたりの圧力損失を

0.01MPa 以下とした場

合の配管を示す。 

 汎用で使用される圧

縮機の範囲では、吐出

配管内を通る空気の流

速を 4~5m/s 程度にす

配管の圧力損失と管内の流速

圧縮機
レシー
バ

吐出配管 工場

一般的な圧縮空気の流れ 配管内の
流速が問題

配管内の流速
Ｖ(ｍ/ｓ)

＝

Ｑｓ　圧縮機の吐出空気
量

Ｘ

Ａ　吐出配管の断面積 Ｘ 60

Ps/Pd

管内の流速は４～５ｍ/ｓが望ましい･･･経済速度

エアドライヤ

△Ｐ（MPa）＝
２,４６６×１０3×Ｑ２

ｄ５.３１×（Ｐ＋0.1０1３）

ハリスの式

△Ｐ：配管１ｍ当たりの圧力損失

Ｑ：空気使用量（Ｎｍ３／ｍｉｎ）

Ｐ：配管入口圧力（MPa）

ｄ：配管内径（ｍｍ）

空気量 1/4B 1/2B 1B 1-1/2B 2B 3B
(m3/min) 8A 15A 25B 40B 50B 80B

0.5 0.067 0.034 0.000 0.000 0.000 0.000
1 2.681 0.137 0.001 0.000 0.000 0.000

1.5 6.033 0.309 0.018 0.000 0.000 0.000
2 0.549 0.031 0.000 0.000 0.000
4 2.198 0.126 0.014 0.000 0.000
6 4.945 0.283 0.032 0.009 0.000
8 0.502 0.057 0.016 0.000
12 1.130 0.128 0.036 0.000
24 4.521 0.512 0.143 0.015

長さ１００ｍ当りの圧力降下

配管の圧力損失

単位；MPa

表 2-4 配管の圧力損失 
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ると経済的で、この速度を経済速度と呼んでいる。 

② 圧力損失とエネルギーロス 

 圧縮機設備(送り出し側)と末端(使用側)の圧力差が大きいと圧縮機側では余分に圧力を

高める必要がありこの圧力差はそのままエネルギーロスとなる。 

 エネルギーロスとの関係は、例えば 0.69MPa で圧送した空気が末端で 0.59MPa となっ

ていたとすれば、0.1MPa 分余計に圧縮しなければならないため、この時のエネルギーロ

スは一段圧縮の場合 8.4％にもなる。したがって圧力損失はできるだけ小さくするのが望

ましい。 

③ システムでの圧力損失 

 配管系統以外にシステムで組まれている各種フィルタ類や、エアドライヤーなどによ

っても圧力損失はおこる。 

 省エネ的には、できるだけ圧力損失の少ないフィルタを選定することが大切であり、フ

ィルタのサイズをワンランク上げることも検討してみる必要がある。 

（１）圧縮機から末端までの吐出配管はできるだけ太い方が望ましい
配管内を通る空気の流速が早いと圧力損失が増大します。ワンサイズアップを心がけてください

（２）圧力損失の監視（フィルタ、ドライヤの圧損に注意）
フィルタ類やエアドライヤの圧力損失は意外と大きくエネルギーの増大に直結します
圧縮機出口と末端の圧力損失を定期的に測定、記録しておくと対策がとり易くなります

（３）圧縮機の増設に際しては配管の大きさを変更
空気量が増えれば圧力損失も大きくなります。圧力損失は空気使用量の２乗に比例して増大します

吐出配管は圧縮機の吐出配管よりサイズアップしましょう。また、省エネを考えるなら、エアドライヤや
フィルタも推奨機種よりワンサイズ上のものを選定してみましょう。

配管の圧力損失を見直す･･･機器の圧力損失と管内の流速は？

一般的なレイアウト

P2

P1 レシーバ
ドライヤ

フィルタ 配管⊿P1
⊿P2

⊿P3
⊿P4

全体の圧力損失＝P1-P2=⊿P1+⊿P2+⊿P3+⊿P4

P2

圧縮機 レシーバ

吐出配管

工場へ供給

配管内の流速は
５ｍ/ｓが経済的

ドライヤ フィルタ類

P1

17  

図 2-13 圧縮空気システムの一般的なレイアウト 

 

一般的な圧力損失として、冷凍式エアドライヤーでは 0.02 MPa、フィルタ類ではエレメ

ントが新品の場合でも 1 本当り 0.01～0.04 MPa ほどの圧力損失がある。したがって、トー

タルとしての損失を計算しておかないと、システムが機能しないなどのトラブルを起こす

ことがあるので注意しなければならない。 

また、吸着式のエアドライヤーを使用した場合には、吸着剤の再生用として空気量の 10

～20％を消費する。空気量についても事前に打ち合わせしておく必要がある。 

 

＊配管サイズの決定 

圧縮機に対して必要な吐出配管のサイズは、管内を通る空気量と圧力で決まる。 

 レシプロ型圧縮機の場合は、圧縮空気が吐出されるサイクルと吐出されないサイクルが
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あり、太い配管が必要であった。しかし、圧縮機がスクリュー機化され、圧縮空気が連続的

に吐出されるようになると、吐出配管は必要最小限のサイズで施工されることが多くなっ

てきた。これは省エネルギー上問題で、もし圧縮機の吐出配管サイズと同じ口径で吐出配管

を構成すると大きな圧力損失を引き起こしてしまう。 

配管のサイズが十分でない場合発生する現象は、圧力損失とエアー不足（クリッピング）、

共鳴現象などが発生すると考えられる。 

もっとも理想的な配管口径は、長さにも関係するが、圧縮機に付いている吐出配管をワン

サイズか 2 サイズ大きくしたものを設備すると万全である。 

  

(2)-5 換気対策方法 

圧縮機およびエアドライヤーから排出される空気は圧縮熱を伴っており、圧縮機室内の

温度を上昇させる。この排熱が籠った状態で室温を上げている場合、機器の性能低下にもつ

ながるので、ダクトの施工と排気ファン取り付けを推奨する。ダクトの施工が悪いと圧縮機

の異常停止等のトラブルが発生することがある。 

圧縮機室内の温度が 10℃上昇すると圧縮機効率を 3％低下させてしまう。このため圧縮

機室内の換気は重要な点となる。 

 

必要換気量は下式により計算して求める。 

 

 

 

 

 

(2)-6 レシーバタンクの簡易点検 

 レシーバタンクは容量の大きさが省エネに直結するが(容量が大きいほど省エネ効果が得

られる)、そのメンテナンスについては言及されることがない。しかしながら、内部腐食や

漏れ等が発生すれば、損失は大きくなる危険性がある。したがって、レシーバタンクなどの

圧力容器に対しては簡易点検の実施を推奨している。 

 レシーバタンクは通常、屋外に設置されることが多く、外部腐食が起こりやすい。しかも、

このような場合には、内部でも腐食が発生すると考えられる。これは大量のエアー漏れの原

因となりうるため定期的な観察が必要になってくる。 

日本国内の規制では、40 リットル以上の容量をもつ圧力タンクは、第 2 種圧力容器と見

なされ、年次での自主点検が必要でこの記録を 3 年間保管しなければならない。 
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こうした規制内容をインドでも準拠した方が良い。 

公的規制ではレシーバタンクは定期的な肉厚測定の調査に加え、下記点検を行う。 

・ボルト、ナットの緩みはないか 

・圧力計は機能しているか 

・漏れはないか 

・腐食していないか 

・安全弁は正しく機能するか 

・基礎ボルトは締まっているか 

・改造が加えられていないか 

 

(2)-7 エネルギー監視 

監視システムの採用 

工場で使用されるエネルギー量を削減するには、まず現状把握を行うことが必要であ

る。また、継続的に改善を行うためにはエネルギーの使用状態を常に監視しておく必要が

ある。 

エネルギー監視は、それ自体が省エネにはならないが、使用エネルギー量を表示し、従業

員全員がこれを共有化することによってエネルギー削減意識を高める効果がある。 

工場エネルギー管理システム（Factory Energy Management System: FEMS）は、 

・エネルギー削減によるコスト削減をサポート 

・生産ライン別、工場別の管理レベルの統一化とエネルギー管理情報の統合化 

・将来の設備増設・更新、他システムとの連携などへの拡張性も考慮した工場で使用す

るエネルギー全体の管理システムである。 

   

 

図 2-14 電力監視システム構築例 
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(2)-8 計測診断の活用 

 これまでの活動では、FS が主体であったため、各機器で消費される電力量の把握までは

行ってこなかった。 

 しかし、本格的な調査を行うとなると圧縮機個々の実態把握が必要であるため、計測診断

機器を持参して短時間の計測を行ってみた。結果、ウォークスルー調査で推測されたエネル

ギー削減効果が、具体的な数字として示すことができるようになった。 

 計測診断ではサイトで実際に使用している圧縮機にデータロガーを取り付け、1 週間から

10 日間程度の運転データ(電流と吐出圧力)を採取する。このデータを分析して、年間消費す

るであろうエネルギー量や削減可能なエネルギー量を推定する。 

 この方法は、お客様に具体的な数値として示すことができるため、理解が得やすく、コス

トパフォーマンスを計算するうえでも有益な手法である。 

今回の活動では、短期的な調査であったが、長期的に継続的にデータを採取していくとな

るとエネルギー監視システムとして FEMS の導入が不可欠となる。 

FEMS を導入することでのメリットは、工場全体のエネルギー使用実態を把握し、エネル

ギー削減及び CO2 削減への改善へつなげることができる。また、見える化を行うことによ

って従業員の意識付けにつながり、大きな成果を得ることができる。 

 

(2)-9 冷却水ポンプのインバータ化 

これまでの調査で、水冷式圧縮機における冷却水循環ポンプにも着目した。 

圧縮機の補機ではあるが、圧縮機の稼働台数に関わらず常に一定速で動作している状況が

散見された。圧縮機自体のインバータ化も省エネに大きな効果が得られるのと同様に、冷却

水循環ポンプを圧縮機の稼働台数に応じてインバータ制御することで省エネ効果が期待で

図 2-15 FEMS の概要 
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きる。モータ・ポンプの軸動力（消費電力）は回転数の 3 乗に比例する。 

例えば回転数を半分にした場合のモータ・ポンプの軸動力（消費電力）は、理論計算上は

12.5％となり、87.5％の省エネが図られる。 

 

(3) 調査対象工場の CO2 削減、環境改善の提案 

 期間中、6 社の企業に対して実施可能性調査を行ない、現状の把握と問題点の抽出、その

改善策の提案を行った。各調査先のレポートでは、エネルギー削減のための方策と環境対策

等を具体的なテーマをあげて提案をおこなった。今回の調査では、圧縮機の中でもインバー

タ式の圧縮機の導入に焦点を絞って機器（ハード面）だけではなく、その運用（ソフト面）

の面からもトータルに圧縮空気システムとして現状調査と提案をおこなった。 

圧縮機はユーザー側の使う空気量によって負荷変動が発生するが（容量制御を行う）、 

一般的な圧縮機では、この時に無駄な動力を要してしまう。本プロジェクトで取り上げた 

インバータ圧縮機はこれらの負荷変動に有効に働き、動力を吸収するため必要最低限の動

力で済むように作られている。動力の削減効果によって CO2 の削減量が決まる。 

たとえば、75kW のインバータ式圧縮機では、負荷率を 60%とすると約 25%の省エネにな

り年間 163Ton の削減量になり、同様に、3.7kW のブースター圧縮機では、ベースで使われ

る圧縮機容量を 250kwとすると年間 107Tonの削減量、150kW の 2段圧縮機では年間 176Ton

の削減量になる。 

また、インバータ式圧縮機は、電気、ガス、水道に次いで産業界における第 4 の汎用的な

インフラであるといわれていることからも、その適用先としては一般的に全ての業種やセ

クターに適用される技術である。 

 特筆すべきことは、調査した 6 社のうち 3 社にはすでにインバータ圧縮機が導入されて

いたことである。しかしながら、それらのインバータ機はエネルギー削減の役を十分に果た

していなかった。これは使い方の問題であり、いかに優秀な機器（ハード面）を採用しても

使い方（ソフト面）が伴わなければ無意味であることを示している。ハード、ソフト両面の

技術的支援が必要である。一般的に、機器を導入すれば一定の CO2 削減が可能かと推測さ

れるが、各社で最適な機種を選定し、その機種を有効活用することによってのみ大きな CO2

削減効果が得られる。その点からも本プロジェクトでは、圧縮空気システムとして、調査先

の工場規模、使用機種、サイズ、負荷状況、運転時間等、機器（ハード面）と運用（ソフト

面）の両面から総合的に現状調査と提案を実施し、実施可能性の検討をおこなった。 

訪問した 6 社への提案内容を以下にまとめる。 

 

 

 

 

 

 



30 

 

(3)-1 Raymond Denim Pvt. Ltd.（繊維業） 

 

 世界有数のデニム工場。工場規模はかなり大きく 220,000kwh/day もの電力エネルギーを

消費する。圧縮機の消費エネルギーは 42,000kWh/day で工場全体の 19％、現在は 2 台の

Centrifugal によってエアーが賄われている。圧縮機は

この他 7 台のスクリュー圧縮機があるが現在は使わ

れていない。これは、Centrifugal の方が、原単位が良

いために切り替えが行われたためである。 

 当社に対しては、改善点が多数見られたものの判

断するデータが少なく、省エネ試算ができなかった。 

当社に対しての具体的な改善策としては、インタ

ークーラ等から排出されるエアー量を削減するため

に、効率の良いドレントラップを取り付けることを提案した。エネルギー削減量としては小

さいが、今後の展開次第で大きくステップアップすることもできる。 

 工場のマネージャーによると、省エネルギー活動を行って対策はし尽くしたとの発言ではあ

ったが、提案できる項目は多数ある。 

このサイトでは、圧縮機室内の空調化を提案してみたところ、大変興味を示したのでこの内

容を記す。 

 ：圧縮機室内の空調化 

  圧縮機室内を空調機で冷却し、温度の低い空気を吸入させることによって、エネルギー効

率をアップさせる方法で、省エネとともに圧縮機そのもののトラブルを激減させる効果もあ

るため注目されている。また、トラブルがほとんど起こらなくなるため、メンテナンスサイ

クルを延長できるメリットもある。 

  冷却に要するエネルギー損失と得られる省エネ効果で省エネ効果は相殺されてしまうが、

よりグレードの高い品質のエアーを得ることができる。 

今回のリポートで提案した内容は下記のとおりである。 
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[ハード面（機器側）] 

インバータ圧縮機の導入/有効活用 
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高効率ドレントラップの採用 

 

 

 

[ソフト面（運用改善側）] 

エアー漏れの低減･･･現状調査 
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埋没配管の取り止め 

 

 

ブローガンの改善 
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省エネカプラの採用 

 

 

油煙処理 
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レシーバタンクの簡易点検 

 

 

[まとめ（CO2 削減）提案] 

 1.圧縮機を効率良く使う・・・負荷変動分の吸収 

 ・インバータ圧縮機の有効活用・・・最大 900kW までのインバータ機がある。 

 ・Centrifugal＋スクリュー圧縮機の組み合わせ・・・理想的な圧縮効率を確保 

2.ムダをなくす・・・損失の改善は CO2 削減の第一歩 

 ・漏れの低減～まず現状調査から・・・必ず漏れがある。」 

 ・埋設配管をやめる・・・地上配管へ変更 

 ・インタークーラ、アフタークーラブローを止め、ドレントラップを採用する。 

 ・ブローガンの改善・・・エアー消費の改善 

 ・省エネカプラの採用・・・圧力損失を改善 

3.環境を整える・・・圧縮機に理想的な環境とは？ 

 ・FRESH、COLD、DRY の環境をつくる。 

 ・プレ吸入フィルタの定期的な清掃 

4.レシーバタンクの簡易点検・・・AIR VESSEL の規制 

5.エネルギー監視・・・FEMS を活用した CO2 削減活動へ 

 ・監視システムの採用 
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(3)-2 Morarjee Textile Ltd.（繊維業）  

 

 繊維、コットンを製造する中規模の工場。近くエアー

ジェットマシンを使った新工場を建設する計画で、イン

ドでは好調な業種。 

 電力使用量は 120,000kWh/day、圧縮機で使われる電力

量比率は約5％であるが、新工場が建設されれば4000cfm

（およそ 1000kW）の圧縮機が必要となるためトータル

では 20％ほどの比率になる。 

 現在 4 台の圧縮機があるが、使われているのは 250kW

のスクリュー圧縮機 1 台のみ。 

工場が古いため、さまざまな問題点が見られ解決策を提案した。 

 当社に対しての提案では、切れた糸を補修する DELTA というマシンで比較的高い圧力が

必要で、増圧弁が使用されていた。これをブースター圧縮機に入れ替えることにより、年間

110,000kWh の動力が削減できる。 

 なお、新工場用の Centrifugal が納入されると運転のベースは Centrifugal に移行する。使

用に際しては 1000cfm の変動があるとのことであったため、Centrifugal とスクリュー圧縮機

の組み合わせを提案している。 

今回のリポートで提案した内容は下記のとおりである。 

 

[ハード面（機器側）] 

ブースター圧縮機の導入 
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インバータ圧縮機の導入/有効利用 
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[ソフト面（運用改善側）] 

吐出圧力を下げる 

 

漏れの低減 
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ブローガンの改善 

 

 

省エネカプラの採用 
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レシーバタンクの簡易点検 

 

 

その他（冷却水ポンプのインバータ化） 
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[まとめ（CO2 削減）提案] 

1.圧縮機を効率良く使う 

 ・吐出圧力を下げる。 

 ・ブースター圧縮機の提案・・・全体の圧力を下げる効果で、6％のエネルギー削減 

  CO2 換算では 107Ton の削減が可能 

 ・インバータ圧縮機の有効活用 

 ・Centrifugal＋スクリュー圧縮機の組み合わせ・・・新工場への提言 

 ・冷却用ポンプのインバータ化 

2.ムダをなくす 

 ・漏れの低減～まず現状調査から・・・漏れ半減活動で年間 89Ton の削減を可能に 

 ・ブローガンの改善・・・エアー消費を 30％削減 

 ・省エネカプラの採用・・・圧力損失を改善 

3.環境を整える・・・最大 5％のエネルギー削減改善が図れる。 

 ・FRESH、COLD、DRY の環境をつくる。 

 ・プレ吸入フィルタの定期的な清掃 

4.レシーバタンクの簡易点検 

5.エネルギー監視・・・FEMS 採用による CO2 削減活動へ 

 ・監視システムの採用 

 

 

(3)-3 Arvind Pvt. Ltd.（繊維業）  

 

 インドで一番大きいデニム会社。3 つの工場を

持っている。 

工場での総電力消費量は 220,000kWh/day で,圧

縮機で消費する動力は全体の 30％にも達する。 

系列の会社を含め、7 台の Centrifugal と 11 台

のスクリュー圧縮機を有する。 

 現在の稼働は Centrifugal が中心となって運転

が行われているが、1000cfm 程度の負荷変動を生

じる。これをインバータスクリュー圧縮機と組み合せて使うと年間では 640,000kWh もの省

エネができる可能性がある。 

マネージャーは Ahmedabad の工場から Pune で行われた Workshop へも参加されたほど熱

心で省エネルギーには関心が高く、いろいろな提案を切望されている。 

今回のリポートで提案した内容は下記のとおりである。 

 

[ハード面（機器側）] 
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インバータ圧縮機の導入/有効利用 
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高効率ドレントラップの採用 

 

 

 

 

[ソフト面（運用改善側）] 
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漏れの低減 

 

 

ブローガンの改善 
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省エネカプラの採用 

 

 

プレ吸入フィルタの定期清掃 
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レシーバタンクの簡易点検 

 

 

その他（冷却用ポンプのインバータ化） 
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その他（油煙処理） 

 

 

[まとめ（CO2 削減）提案] 

1.圧縮機を効率良く使う 

 ・インバータ圧縮機の有効活用・・・負荷変動分をスクリュー圧縮機と組み合わせる 

  ことにより、1000cfm の変動を抑えると 80kW ほど効果が得られる。CO2 換算では 

  647Ton になる。 

 ・Centrifugal＋スクリュー圧縮機の組み合わせ 

 ・冷却用ポンプのインバータ化 

2.ムダをなくす 

 ・漏れの低減～まず現状調査から・・・5％の漏れ削減で大きな効果が得られる。 

  本工場の場合、工場規模が大きいので遮断弁の設置が適している。 

 ・インタークーラ、アフタークーラブローを止め、ドレントラップを採用する。 

  効率の良いドレントラップの採用でエアー損失量を 1/3 に削減可能。 

  5 台分 15 個の設置で、年間 1,000,000Rp の節約ができる。CO2 換算で 155Ton 

 ・ブローガンの改善・・・エアー消費を 30％削減 

 ・省エネカプラの採用・・・圧力損失を改善 

3.環境を整える・・・最大 5％の CO2 削減化を達成することができる。 

 ・FRESH、COLD、DRY の環境をつくる。 

 ・プレ吸入フィルタの定期的な清掃 

4.レシーバタンクの簡易点検 

5.エネルギー監視・・・FEMS を利用した新しい CO2 削減活動へ 

 ・監視システムの採用 
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(3)-4 Bombay Dyeing Ltd.（繊維業） 

 

 同じ繊維業界でも布を取り扱う工場。もとも

とは Mumbai にあった工場を移転した。 

 現在の工場規模は中程度であるが、生産量を 2

倍の工場にする計画がある。 

 工場全体の電力消費量は、220,000kWh/day で

圧縮機比率は約 8％程度である。 

 現在 2 か所に 6 台の圧縮機があり、内 4 台が

稼働している。 

 当社に対しては一台をインバータ化することを提案しており、採用されると年間 

60,830kWh ほどの電力削減が期待できる。 

 また、当社では 100 本ほどのエアーシリンダが使われているため、エアー量削減のため、

エアーセイビングバルブの採用も提案している。 

今回のリポートで提案した内容は下記のとおりである。 

 

[ハード面（機器側）] 

インバータ圧縮機の導入 
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[ソフト面（運用改善側）]  

吐出圧力の低下 

 

 

漏れの低減 
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ブローガンの採用 

 

 

省エネカプラの採用 
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圧縮機室内の換気 
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レシーバタンクの簡易点検 
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その他（ドレン処理装置の設置） 

 

 

[まとめ（CO2 削減）提案] 

1.圧縮機を効率良く使う 

 ・吐出圧力を下げる・・・CO2 換算で 64Ton の削減 

 ・インバータ圧縮機の有効活用・・・CO2 換算で 56Ton の削減 

  平日の動きをみる必要がある。前回訪問時には 17％の改善効果 

2.ムダをなくす・・・5％の漏れ削減で CO2 換算 40Ton 削減 

 ・漏れの低減～まず現状調査から 

 ・効果的なブローガンの採用・・・エアー量を 30％削減 

 ・省エネカプラの採用・・・圧力損失の改善 

3.環境を整える・・・最大 5％の削減効果。CO2 換算で 40Ton の削減 

 ・FRESH、COLD、DRY の環境をつくる。 

 ・ドレン処理装置の設置・・・環境保護の観点から 

4.配管施工のご注意点・・・トラブル防止とエネルギー削減に向いた配管 

5.換気対策方法・・・換気対策で室内温度を下げ、エネルギー削減に 

6.レシーバタンクの簡易点検 

7.エネルギー監視・・・FEMS を応用した新しい CO2 削減活動へ 

 ・監視システムの採用 

8.計測診断の活用 
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(3)-5 Ahmednagar Ltd.（鍛造業）  

 

 世界有数の鍛造グループに所属、クランクシャフト

等の鍛造品を製造している。 

 当社で使用する電力量は 230,000kWh/day と大きく、

うち圧縮機のエネルギー量は 15～20％相当である。 

 現在 5 台の圧縮機中、4 台が稼働中であり、1 台イン

バータに改造された機もある。 

 しかしながら、インバータ圧縮機は機能しておらず、

無駄なエネルギーを消費している。このインバータ機

はレトロフィットされたもので特性がわかっていない。このため、最新型のインバータ機と

入れ替えることによって約 350,000kWh ものエネルギー削減ができる。初期投資額は大きく

なるが、わずか 2 年ほどで回収ができる。 

その他にもエネルギー削減できる方法が多くあり、提案した。 

今回のリポートで提案した内容は下記のとおりである。 

 

[ハード面（機器側）] 

インバータ圧縮機の導入/有効利用 
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二段圧縮機の導入 
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[ソフト面（運用改善側）]  

吐出圧力の低下 
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漏れの低減 

 

埋没配管の取り止め 
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レシーバタンクの簡易点検 

 

その他（ドレン処理装置の設置） 
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[まとめ（CO2 削減）提案] 

1.圧縮機を効率良く使う・・・台数制御盤の入替も検討を要する。 

 ・吐出圧力を下げる・・・CO2 換算で 215Ton の可能性 

 ・インバータ圧縮機の有効活用・・・CO2 換算で 343Ton の可能性 

  あるいはインバータ機を新しく投入することにより、よりエネルギー削減に 

 ・2 段圧縮機の採用・・CO2 換算で 238Ton の可能性 

2.ムダをなくす・・・5％の漏れ改善は CO2 換算で 134Ton の可能性 

 ・漏れの低減～まず現状調査から 

 ・埋設配管をやめる～配管を地上に出す。 

3.環境を整える・・・3～5％の改善は CO2 換算で 80Ton の可能性 

 ・FRESH、COLD、DRY の環境をつくる。 

 ・環境問題からドレン処理装置を設置する・・・環境保護の観点 

4.レシーバタンクの簡易点検を行う。 

5.エネルギー監視・・・FEMS の活動を利用した新しい CO2 削減活動へ 

 ・監視システムの採用 

6.計測診断の活用 

 

 

 (3)-6 Mahindra Hinoday Ltd.（鋳造業） 

  

中規模の鋳造工場で、創業当初は日本の企業か

ら技術援助があった。 

工場全体での電力使用量は 216,000kWh/day で

あり、圧縮機はこのうち 8％ほどの比率。 

3 つの工場に分かれており、圧縮機も 3 か所に

分散設置されている。このため、全体制御ができ

ず、無駄な運転が行われている。大きな設備投資

となるが、圧縮機を大型化し、集中化することに

よって年間最低でも 300,000kWh のエネルギー削減ができる可能性を持っている。 

また、現在の設備では漏れが大きく、配管の改善を行う必要がある。お客様側の試算では、

約 40％ものエアー漏れがあると報告されており、これは一般的な工場の 2 倍の漏れ量に達

する。早急なる改善が必要である。 

今回のリポートで提案した内容は下記のとおりである。 
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[ハード面（機器側）] 

インバータ圧縮機の導入 
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ブースター圧縮機の採用 
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二段圧縮機の採用 
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[ソフト面（運用改善側）]  

吐出圧力の低下 

 

圧縮機の大型化・集中化 
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圧縮機の効率利用 

 

 

漏れの低減 

 

 



67 

 

ブローガンの採用 

 

省エネカプラの採用 
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圧縮機室内の換気 
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レシーバタンクの簡易点検 

 

 

その他（ドレン処理装置の設置） 
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[まとめ（CO2 削減）提案] 

1.圧縮機を効率良く使う・・・下記対策を行うことにより、 CO2 換算 275Ton 削減。 

 ・吐出圧力を下げる・・・6Bar から 5Bar へ下げる。 

 ・インバータ圧縮機の有効活用・・・圧縮機設備を集約化する、分散化でも効果は大き   

い。現状の 20％は下げられる。 

 ・ブースター圧縮機の採用・・・吐出圧力を下げると同じ効果が得られる。 

 ・2 段圧縮機の採用・・・エネルギー削減 18％達成できる。 

  設備を 160KW クラスの２段圧縮機 3 台に一新する。3 台のうち 1 台をインバータ圧

縮機とすると 400,000kWh 近いエネルギー削減ができそうである。CO2 削減効果は絶

大である。 

2.ムダをなくする ・漏れの低減～まず現状調査から・・・漏れ半減対策を行うこと 

  エアー漏れの場所を特定し、対策を行う。5％の削減でも年間 172Ton の削減可能。 

  現状設備が古いので、配管の全面改修も検討が必要 

 ・効果的なブローガンの採用・・・エアー量を 30％削減 

 ・省エネカプラの採用・・・圧力損失を改善 

3.環境を整える・・・設置環境を変えることにより、最大 5％のエネルギー削減が可能。つ

まり、圧縮機の能力は環境次第で変わってしまう。 

 ・FRESH、COLD、DRY の環境をつくる。 

 ・ドレン処理装置の設置・・・環境保護の観点 

4.配管施工のご注意点・・・トラブル防止と効果的な配管とは？ 

5.換気対策方法・・・トラブル防止（予防保全）は CO2 削減の基本 

6.レシーバタンクの簡易点検 

7.エネルギー監視・・・FEMS を応用した CO2 削減活動へ 

 ・監視システムの採用 

 

(3)-7 その他：エネルギー監視を通じた CO2 削減への提案 

 工場における使用エネルギー量の継続的な改善において、エネルギー使用状態を常に監

視することの必要性は既に(2)-7 で述べた通りである。これについては、上記、6 箇所全ての

調査先に共通する項目として提案をしている。 

以下に計測・診断を活用した省エネ提案事例を紹介する。 
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［事例①： Bombay Dyeing Ltd.（繊維業）］ 
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［事例②： Ahmednagar Ltd.（鍛造業）］ 
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(4) ワークショップ 

 

日時 2014 年 10 月 11 日 9:30 ~ 15:00 

場所 プネ、マハラシュトラ州、インド 

主催 IGES・TERI（共催） 

協力 マハラシュトラエネルギー開発公社（Maharashtra Energy Development 

Agency: MEDA） 

参加者数 55 名 

 

2014年 10月 11日、IGESとTERIが合同で「Awareness 

Workshop Energy efficient Japanese technologies and best 

practices in Compressed Air System（圧縮空気システム

における日本の高エネルギー効率技術およびベスト

プラクティス）」と題したワークショップをマハラシ

ュトラ州、プネにおいて開催した。 

今年度のワークショップは、昨年度まで関西研究セ

ンターが実施してきた地球規模課題対応国際科学技

術協力事業（SATREPS）「インドにおける低炭素技術の

MEDA・TERI関係者と IGES専門家 
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適用促進に関する研究」プロジェクトの実績を活用し、低炭素技術と一つとして圧縮空気シ

ステムの紹介、および、その最適運用を通じた省エネに関する普及とキャパビルをおこなう

ことを目的として実施したが、同時に、今後の事業展開に向けた現地の地方政府や経済団体

とのネットワークの構築の機会ともなった。 

出席者は、プネの鋳造・鍛造業界・繊維業界のオーナーやマネジメントクラスを中心に、

およそ 45 の地方政府関係者、業界、コンサルタント会社、援助機関、計 55 名だった。中に

はプネ以外の都市や隣州のグジャラート州からの出席もあり、本技術へ関心の高さが伺えた。 

ワークショップでは、先ず TERI の Chetankumar Sangole 氏が圧縮空気技術の日本人専門

家とイベントに参加した他の機関の代表に歓迎の意を表した。さらに同氏は IGES と TERI

が日本の高エネルギー効率技術をインド企業へ導入するために行っている活動の概要を説

明した。 

続いて、MEDA の Hemant Patil 氏が開会講演をおこなった。同氏は、日本は高エネルギー

効率技術で良く知られているため、日本・インド間の協力は 双方にとって有益でなると述

べた（MEDA はエネルギー監査研究支援と高エネルギー効率計画推進の金融支援を行って

いる）。同氏は各団体にエネルギー監査を実施し、エネルギー効率改善に向けて TERI 等の

機関の支援を受けることを奨励した。 

TERI の Prosanto Pal 氏からは提案されているインド・日本の「二国間クレジット制度

（JCM）」の概要を説明、同制度が高エネルギー効率の日本の新技術をインドに導入する良

い機会になると述べた。 

IGES の Rabhi Abdessalem 氏は JICA/JST の支援の下で IGES と TERI 実施した ALCT プロ

ジェクトに関する発表を行った。このプロジェクト計画の下でガスヒートポンプ（GHP）や

電動ヒートポンプ（EHP）等のハード技術及び圧縮空気システムや誘導炉等のソフト技術に

ついてインドの中小企業に適用した事業の紹介を行った。将来、JCM の活動スキームは、

インドで日本の低炭素技術を導入する際に利用することができる。又、UNFCCC の気候技

術センター・ネットワーク（CTCN）の下での支援を受けられる可能性もあることにも言及

した。 

日本の日立産機システム株式会社の斉藤司氏は「圧縮空気システムのベストプラクティ

ス」に関する講演を行った。斉藤氏は多くの企業でエアコンプレッサーのエネルギー消費量

は工場全体の 20-40%を占めると述べた。通常、エアコンプレッサーの使用年数期間を通し

て運転（エネルギー）コストは 84％で資本コストは 7％、整備コストは 9％である。斉藤氏

はエアコンプレッサー自体の最適化を行う前に、可能な限り圧縮空気の消費削減と圧縮空

気生成圧力を低減する必要があることを強調した。同氏はエアコンプレッサーの効率的運

転に重要なものとして各種のポイントに焦点を当てた。パイプサイズの変更、アンロード時

間の短縮、使用バルブ数の削減、空気取入れ部のエポキシ塗装、ドレン弁の取り付け、フィ

ルタやエアドライヤーのサイズ適正化、閉ループ系、2 段圧縮機の採用、インバータ式圧縮

機の活用、空気取入れ部のサイズ適正化、排気管使用、ノズルや類似部品の使用、等である。



77 

 

特に、インドでの実施可能性調査の経験を踏まえた具体的な運用事例を交えた講演に出席

者も高い関心を示し、講演終了後も専門家に質問にくる出席者が多く見受けられた。また、

出席した企業からの当該技術導入への積極性もみられ、今後も日本の圧縮空気システム技

術の普及と継続の重要性を再確認した。 

また、今回のワークショップの開催に際しては、マハラシュトラエネルギー開発公社

（MEDA）の協力を得ることができた。このように地方政府機関や経済団体等とのネットワ

ークの構築が進んできたことは、今後の事業の展開を検討する上で、大変有益なことであった。 

 ワークショップのアジェンダ、参加者リスト、ならびに発表資料は次の通り。 
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［アジェンダ］ 
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［参加者リスト］ 
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［発表資料（原本英文）］ 
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 4

Electric Power 

Consumption

: 84%

Initial: 7%
(compressor, 

installation/starting, piping, etc.)

Select better efficiency, better 

control.

Maintenance: 9%
Carry out periodical maintenance.

<Example>

Oil flooded 75kW class rotary 

screw  (Hitachi)

6000hr/y operation ¥17/kWh

100%Load example

Total cost: 12 years average

Most of compressor LCC 

is power consumption.

Specific Energy Consumption

How much to for １㎥ of compressed air? --- Example of quick 

calculation

Electricity

cost
（¥/kWｈ）

Power

input （kWh）Energy cost

(¥／㎥ )

×

FAD × 60
(㎥/min） (min)

＝

Note: LCC = Life Cycle Cost

HOW MUCH?

Let’s check out energy cost -LCC and Specific Power 

Consumption

If average air consumption 

decreased by 70%,

electricity cost decreased by 

70%.
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(5) CA の MRV 方法論（案) 

(5)-1 方法論の名称 

「圧縮空気システム改善に係る計測、報告、検証」（以降、CA MRV 方法論とする。） 

 

(5)-2 方法論の概要 

本 CA MRV 方法論は、従来型の圧縮空気システムの改善を通じ、リファレンスシナリオ

の下、GHG 排出量を削減するプロジェクトに適用可能である。圧縮空気改善対策は幾つか

考えられるが、本方法論においては従来型エアコンプレッサーをインバータ搭載型エアコ

ンプレッサーへ変更することを目指している。 

 

(5)-3 方法論において使用する用語解説 

 リファレンスシナリオとは、従来型の圧縮空気システムの継続使用（ビジネス•ア

ズ•ユージュアル（BaU））を指す。 

本プロジェクトは、生産能力の拡大を目指すものではないと仮定する。しかし、これを仮

定する場合、下記に示すように、リファレンス排出量は生産高或いは生産能力の向上に比例

し修正されるものとする。 

 outputoutputoutputoutput PRPCF /)(   

  : 修正係数 

  : プロジェクト生産高  

  : リファレンス生産高 

  

  : 修正リファレンス排出量 

  : y 年におけるリファレンス排出量 

 

生産拡大を目指すプロジェクトの場合、削減 GHG 排出量は以下のように計算される： 

 )( yyyy LPECREER   

outputCF

outputP

outputR

youtputy RECFCRE *

yCRE

yRE
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 プロジェクトシナリオは、従来型エアコンプレッサーからインバータ搭載型エアコ

ンプレッサーへの変更による圧縮空気システムの改善をさす。 

 プロジェクト範囲 

プロジェクト範囲は以下をさす： 

リファレンス及びプロジェクト両シナリオ下の GHG 排出量の決定のため、排出源

として次を含める： 

 プロジェクトサイトに接続しているプロジェクトサイトの発電所、及び（或いは）、

配電網 

 電力を消費する機器 

 圧縮空気システムが使用される各室 

 漏洩排出 

エアコンプレッサー取替後、元のエアコンプレッサーはプロジェクト実施サイトの

如何なる場所においても使用されないことから、漏洩排出はないと推定する。 

 

(5)-4 適格性要件 

本方法論は、次の基準を全て満たすプロジェクトに適用される。 

  チェック 

要件 1  プロジェクトは、従来型エアコンプレサーからインバータ搭載

型への機種変更を通じて、既存の圧縮システムの改善に係るも

のである。 

 

要件 2 インバータ搭載型エアコンプレッサーへの機種変更後、元のエ

アコンプレッサーは、プロジェクトサイトの如何なる場所にお

いても再利用されない。 

 

要件 3  圧縮空気システムは、プロジェクトサイトにおける主要なエネ

ルギー消費源である。従って、前述の 3 種類の方策によって圧

縮空気システムを改善することがエネルギー消費量削減およ

び CO2 排出量削減につながる。（レトロフィットは含まない） 

 

要件 4 エアコンプレッサーへの投入エネルギー量は計測可能かつ（或

いは）カタログにて把握できる。全てのエアコンプレッサーの

カタログが入手可能である。 

 

要件 5 レファレンスシナリオ・プロジェクトシナリオの電気は接続し

ている送電網から供給する。 
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(5)-5 算定方法の選択 

削減 GHG 排出量の計算において、プロジェクト開発者は下記の図 2-16 を使用して最適

な算定方法を選択することができる。 

 

 

図 2-16 算定方法の選択 

 

次項にて、上記のフローチャートにある算定方法についての詳細、及び、計算において考

慮すべき項目について詳細に説明する。 

   

(5)-5-1 算定方法 1 

算定方法 1 は、従来型エアコンプレッサーをインバータ搭載型の機種へ変更する過程に

ある場合に採用する。リファレンスシナリオはインバータ搭載でないエアコンプレッサー、

プロジェクトシナリオはインバータ搭載型のエアコンプレッサーを差す。いずれのシナリ

オにおいても、投入エネルギーは電力であることが前提である。従って、計測ツールとして

専用電気計器を使用する。 

 

(5)-5-1-1 削減排出量 

削減排出量は通常、以下のように計算される： 

)( yyyy LPEREER 
 

 yER : y 年における削減 CO2 排出量（CO2 トン／年） 

 yRE : y 年におけるリファレンス CO2 排出量（CO2 トン／年） 

 yPE : y 年におけるプロジェクト CO2 排出量（CO2 トン／年） 

算定方法 1 

算定方法 2 

既存の圧縮空

気システムを

改善している 

現在使用するエアコンプ

レッサーをインバータ搭

載画の機種に変更する はい 

いいえ 

エアコンプレッサ

ーの電力消費につ

いてデータを記録

するため、専用電気

計器の設置段階に

ある 

はい 
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 yL : y 年における漏洩排出量（CO2 トン 2／年） 

 

現行の CA MRV 方法論においては、漏洩排出量はゼロと推定する。このため、削減排出

量は次のように計算される： 

yyy PEREER 
 

以下の場合、 

EEFAEIRE yNCy *
   

EEFAEIPE yICy *
 

削減排出量は次の通り： 

EEFAEIAEIER yICyNCy *][ 
 

  

上記計算式にて使用するパラメーターは以下のとおり： 

yNCAEI : y 年における従来型エアコンプレッサー（NC）への年間投入電力量（キロ

ワット時／年） 

yICAEI : y 年におけるインバータ搭載型エアコンプレッサー（IC）への年間投入電力

量（キロワット時／年） 

EEF : 電力の CO2 排出係数（CO2 トン／キロワット時） 

 

上記に基づき、リファレンス排出量及びプロジェクト排出量を計算するためのモニタリ

ングデータ及び投入データを下記の表に示す： 

 

リファレンス排出量及びプロジェクト排出量計算用モニタリングデータ及び投入データ 

データ 値 単位 

従来型のエアコンプレッサー（NC）への年間投入電力量  キロワット時／

年 

インバータ搭載型エアコンプレッサー（IC）への年間投入

電力量 

 キロワット時／

年 
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注： yNCAEI と示される従来型エアコンプレッサー（NC）への年間投入電力量及び yICAEI  と示され

るインバータ搭載型エアコンプレッサー（IC）への年間投入電力量に関するデータは専用電気計器

により収集する。EEF と示される電力の CO2 排出係数はインド（正確にはインド内のプロジェク

ト実施地域）の現状に則った既定値を採用し、これを電力会社及び（或いは）公共値から収集する。 

 

リファレンス排出量計算用モニタリングパラメーター 

パラメーター 説明 計測方法（例） 

yNCAEI  
従来型エアコンプレッサー（NC） 専用電気計器 

yICAEI  
インバータ搭載型エアコンプレッ

サー（IC） 

専用電気計器 

EEF  電力の CO2 排出係数 国内電力会社の公共値或いは既定値 

 

(5)-5-1-2 計算表 

1.  削減 CO2 排出量計算 エネルギー

の種類 

値 単位 パラメーター 

  削減 CO2 排出量     CO2 トン 
 yER  

2. 既定値         

 電力の CO2 排出係数    CO2 トン／ 

キロワット時 

 EEF  

3. リファレンス排出量計算         

  リファレンス CO2 排出量     CO2 トン 
 yRE  

  従来型エアコンプレッサー（NC）

への年間投入電力量 

電力    キロワット時

／年 
 yNCAEI  

4. プロジェクト排出量計算         

  プロジェクト CO2 排出量     CO2 トン 
 yPE  

  インバータ搭載型エアコンプレ

ッサー（IC）への年間投入電力量 

電力   キロワット時

／年 
 yICAEI  

電力の CO2 排出係数  CO2 トン／キロ

ワット時 
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 (5)-5-2 算定方法 2 

算定方法 2 は、従来型エアコンプレッサーがインバータ搭載型エアコンプレッサーに変

更される過程にある場合に適用される。算定方法 1 との違いは、リファレンスシナリオ下、

プロジェクトシナリオ下のいずれにおいても、エアコンプレッサーの消費電力量を精密に

計測する専用電気計器は設置の過程にないことである。エアコンプレッサーの消費電力量

はカタログ、銘板情報札、図式値（既定値）に基づき推測されている。従って、算定方法 1

と 2 の違いは、下記に示すように、リファレンスシナリオとプロジェクトシナリオそれぞれ

における消費電力量の計測手順のみであろう。 

 

リファレンス排出量計算用モニタリングパラメーター 

パラメーター 説明 計測方法（例） 

yNCAEI  
従来型のエアコンプレッサー（NC）

への年間投入電力量 

カタログ、銘板情報札、図式値 

yICAEI  
インバータ搭載型エアコンプレッ

サー（IC）への年間投入電力量 

カタログ、銘板情報札、図式値 

EEF  電力の CO2 排出係数 国内電力会社の公共値或いは既定値 

 

yNCAEI で示される従来型エアコンプレッサー（NC）への年間投入電力量及び yICAEI で

示されるインバータ搭載型エアコンプレッサー（IC）への年間投入電力量の計測に関する詳

細は以下の通り： 

 

 yNCAEI で示される従来型エアコンプレッサー（NC）への年間投入電力量 

エアコンプレッサーの消費電力量には複数の変数が関係する。エアコンプレッサーは常

に全負荷の電力量で運転しているとは限らない。設定空気圧を必要としていない時、エアコ

ンプレッサーは運転を停止する場合がある。全電力装置の消費電力量は、電圧とアンペア数

から成り、2 つの因数を掛け合わせることによりワット数が算出される。電圧、アンペア数

に加え、3 番目の因数として時間がある。電力料金請求書は全てキロワット時（KWH）で計

算され、キロは 1,000 に相当し、ワット数は消費電力、時間はある電気負荷下での運転時間

を示す。 

 

AOHxFLAOVAEI yNC *1000/0.85]*[3　  

上記計算式にて使用するパラメーターは次のとおり： 
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OV : 作動電圧（V） 

FLA : 平均負荷アンペア数（A） 

AOH : 年間運転時間（Hr） 

 

従来型エアコンプレッサー（NC）への年間投入電力量計算手順： 

1) 従来型エアコンプレッサーの電気制御システムに運転時間計を設置する。時間計は、エ

アコンプレッサーが電気操作を行っている間の総時間数を記録するよう接続されなけ

ればならない。同時間数は、行動記録簿のデータ記入用紙を使用して記録することもで

きる。 

2) 従来型エアコンプレッサーの銘板情報札を入手する（或いは、関連カタログを参照す

る）。エアコンプレッサーの金属識別板にはエアコンプレッサーの原動機に関する電

力情報が記載されている。ここで作動電圧及び全負荷アンペア数を確認する。全負荷

アンペア数とは、原動機に全運転負荷或いは全機械的負荷がかけられている際に、原

動機が消費する総アンペア数を差す。 

3) 電圧とアンペア数を掛け合わせ、ワット数を算出する。例として、240 ボルトの電圧に

50 アンペアの全負荷アンペア数で作動している場合、総全負荷電力消費量は 12,000 ワ

ットとなる. 

4) 12,000 ワットを 1,000 で割り、エアコンプレッサーの消費キロワット数を算出する。

コンプレッサーの消費電力は 12 キロワットとなる1. 三相交流の場合、 

12,000 * (1.73 * 0.85)/1,000 = 17.612 キロワット. 

5) 時間計或いは行動記録簿のデータ記入用紙を使用し、一日の中で従来型コンプレッサ

ーが平均負荷率をかけた状態で運転している時間を記録する。例として、時間計（或

いは行動記録簿）が一日 10 時間の全負荷運転時間を記録したとすると、前に算出した

17.612 キロワットにこれを掛け合わせ、一日 176.12 キロワット時と計算する。 

6) 年間で何日間従来型エアコンプレッサーが運転しているかを把握する。例えば、エア

コンプレッサーが年間 310 日間、一日 176.12 キロワット時で作動しているとすると、

年間総電力消費量は 54,597.2 キロワット時となる。 

上記の計算手順により、年間当入電力量は次のように示される： 

yNCAEI
 
= 54,597.2 キロワット時 

                                                   
1三相交流のケースの場合、12000 X (1.73 X 0.85)/1,000. 
(0.85=力率)  
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7) 聴取の実施或いはクランプの使用により、一サイクルにおける従来型エアコンプレッ

サーの負荷時間と非負荷時間の割合を決定する。 

8) 以下の方法の内の一つを使用する。 

方法 1：下記の図式値を使用し、従来型エアコンプレッサーからインバータ搭載型エアコ

ンプレッサーへの変更による削減消費電力量の比率を計算する。その方法は、従

来型エアコンプレッサー及びインバータ搭載型エアコンプレッサーの各ケース

において、消費電力量の割合（縦軸）に負荷がかかっていない時間（横軸）の割

合を推定する。この結果、比率（X パーセント）が得られる。従来型エアコンプ

レッサーの負荷がかかっていない時間を 30 パーセントと仮定し、図式値を参照

すると、従来型エアコンプレッサー使用の場合（リファレンスシナリオ）と同容

量のインバータ搭載型エアコンプレッサー（プロジェクトシナリオ）の消費電力

量の割合における違いは 17 パーセントと算出される。 

 

 

 

 

 

 

図 2-17 消費電力量の削減比率（従来型→インバータ搭載型エアコンプレッサー） 

 

方法 2：2 種類のインバータ搭載型エアコンプレッサー(V-M)の組み合わせの場合、省エネ

率“X”は、非インバータ搭載型エアコンプレッサー、インバータ搭載型エアコンプ

レッサーにかかる両方の曲線において使用されている空気量比率（横軸）および消

費電力量比率（縦軸）から推定することができる。結果は“X%”となる。例えば、

使用空気量が 60％と推定すると、下図 2-18 によると、消費電力量において 40%の

削減が達成できるであろう。 

 

消
費
電
力
の
割
合
（
パ
ー
セ

ン
ト
） 

非負荷時間の割合（パーセント） 

 

インバータ搭載型エアコ

ンプレッサー 

従来型エアコンプレッサ

ー 



111 

 

 

図 2-18 消費電力量の削減比率 

（2 種類のインバータ搭載型エアコンプレッサー(V-M)の組み合わせの場合） 

 

 yICAEI で示されるインバータ搭載型エアコンプレッサー（IC）への年間投入電力量 

インバータ搭載型エアコンプレッサー（IC）への年間投入電力量は下記のように計算される： 

yNCyIC AEIXAEI *%)%100(   

上記計算式にて使用するパラメーターは以下の通り： 

X パーセント＝従来型エアコンプレッサーのインバータ搭載型の機種への変更により得ら

れる削減消費電力量の割合（現状の動力負荷率―インバータ機導入後の動力負荷率） 

 

(5)-5-2-1 削減排出量 

算定方法 1 に類似し、計算式は次の通り： EEFAEIAEIER yICyNCy *][    

上記計算式にて使用するパラメーターは以下の通り： 

yNCAEI ： y 年における従来型エアコンプレッサー（NC）への年間投入電力量（キロワ

ット時／年） 

yICAEI ： y 年におけるインバータ搭載型エアコンプレッサー（IC）への年間投入電力量

（キロワット時／年） 

EEF ： 電力の CO2 排出係数（CO2 キログラム／キロワット時） 

従来型エアコンプレッサー 

インバータ搭載型エ

アコンプレッサー 
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EEFAEIAEIER yICyNCy *][ 
 

yNCyIC AEIXAEI *%)%100(  である場合、削減排出量は以下の通り： 

EEFAEIXER yNCy *]*%[(  

 

(5)-5-2-2 計算表 

1.  削減 CO2 排出量計算 エネルギー

の種類 

値 単位 パラメータ

ー 

  削減 CO2 排出量     CO2 トン 
 yER  

2. 既定値         

  電力の CO2 排出係数    CO2 トン／

キロワット

時 

 EEF  

 作動電圧   V OV  

 全負荷アンペア数   A FLA  

 三相のケースの場合   1.73  

 力率   0.85  

 年間運転時間   時間／年 AOH  

 従来型エアコンプレッサーから

インバータ搭載型の機種への変

更による削減電力消費量の割合 

  % X  

3. リファレンス排出量計算         

  リファレンス CO2 排出量     CO2 トン 
 yRE  

  従来型エアコンプレッサー（NC）

への年間投入電力量 

電力    キロワット

時／年 
 yNCAEI  

4. プロジェクト排出量計算         

  プロジェクト CO2 排出量     CO2 トン 
 yPE  

  インバータ搭載型エアコンプレ

ッサー（IC）への年間投入電力量 

電力   キロワット

時／年 
 yICAEI  
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(5)-6 Project Design Document（案） 

A. プロジェクトの記述 

A.1. プロジェクト名 

インド鋳造工場へのインバータ式空気圧縮機導入 

 

A.2. プロジェクト及び適用技術及び/または措置の概要 

圧縮空気システムの改善には複数の方法がある。 本プロジェクトでは既存空気圧縮機をイ

ンバータ型空気圧縮機（ハードウェア）に格上げすることだけに重点を置く。具体的には、 

既存の 90kW の一定速空気圧縮機の代わりに 90kW のデュアル型（V-M の組み合わせ）の

インバータ式空気圧縮機の導入の検討を提案する。これによりエネルギー節約、CO2 排出

削減、運転コストの大規模低下を確実化する。 

さらに、インバータ型空気圧縮機の設置と同時に考えられる追加的な提案事項は：漏れの低

減、インタークーラとアフタークーラからのブローを止める、ドレントラップを採用する、

より効果的なブローガンの採用、省エネカプラの採用、レシーバタンクの簡易点検（目視）、

エネルギー監視システム採用である。技術提供側の専門家は、必要に応じて、必要なキャパ

シティ・ビルディングと上記提案項目の取り組み方に関するトレーニングを提供する。 

 

 

A.3. プロジェクトの実施場所（経度度緯度を含む） 

国名 インド 

州/郡 マハラシュトラ州 

市/町/地区 プネ 

所在地 Gat No. 318, Gaon Urse, Tal. Maval, Pune – 410 506. India 
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図 2-19  プロジェクトサイトの所在地地図 

 

A.4. プロジェクト参加者名 

インド Mahindra Hinoday Ind. Ltd.  

日本 株式会社日立産機システム（他の参画者は後日確認） 

 

A.5. プロジェクト期間 

プロジェクトの開始日 後日決定 

プロジェクト実施期間 15 年 

 

A.6. 先進国からの貢献 

提唱のプロジェクトでは日本から先端的インバータ式空気圧縮機の技術移転が行われる。

株式会社日立産機システム（IES）は技術ノウハウ移転の一環として現地スタッフのトレー

ニングを実施する。 

 

B. 承認方法論の適用 

B.1. 方法論の選択 

採択・認証方法論番号 JCM-JP-**-**** （初稿は現在作成中) 

バージョン番号 Ver. **（作成中） 

 

B.2. プロジェクトが承認方法論の適用性要件をどのように満たすかに関する説明 

適格要件 方法論の説明 プロジェクト情報 

要件 1 本プロジェクトは、既存の空気圧縮機を

インバータ式圧縮機へのグレードアッ

プすることによる圧縮空気システムの

改善である。 

提言は現在使用しているスクリュ

ー圧縮機をインバータ式圧縮機に

グレードアップする事である。 
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要件 2 インバータ式空気圧縮機と入れ替える

旧空気圧縮機はサイト内の他のどの場

所でも使用されない。 

インバータ式空気圧縮機と交換す

る旧スクリュー式空気圧縮機は現

場内の他のどの場所でも使用され

ない。  

要件 3 圧縮空気システムはサイトでは重要な

エネルギー源であり、結果的にインバー

タ式機の導入はエネルギー節約および

CO2 排出削減につながる。  

工場の合計電力消費は毎月 6,480 

MWh で、その 10～20％を空気圧縮

機が占める。インバータ式空気圧縮

機導入により年間 302t の CO2 削減

が見込まれる。 

要件 4 空気圧縮機への投入エネルギーはカタ

ログに基づいて計測可能である。全空気

圧縮機のカタログは入手可能である。 

空気圧縮機へのエネルギー投入は

現地の計器で計測可能である。  

要件 5 レファレンスシナリオ・プロジェクトシ

ナリオの電気は接続している送電網か

ら供給する。 

電気は送電網から供給する。 

 

C. .排出削減量の算定 

C.1. プロジェクトに関連する全ての排出源と関連する温室効果ガス 

現状の排出 

排出源 温暖化ガス 

スクリュー型空気圧縮機の消費電力 CO2 

プロジェクトでの排出 

インバータ型空気圧縮機の消費電力 CO2 

 

C.2. プロジェクトに関連する全ての排出源及びモニタングポイント 
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C.3. 各年の推定排出量削減量  

年 現状の推定 

排出量(tCO2e) 

プロジェクト実行後の

推定排出量(tCO2e) 

推定排出削減量 

(tCO2e) 

1 年目 755 453 302 

2 年目 755 453 302 

3 年目 755 453 302 

4 年目 755 453 302 

5 年目 755 453 302 

合計 （例：5 年間） (tCO2e) 3,775 2,265 1,510 

 

D. 環境影響評価  

本プロジェクトの環境インパクト評価の法的必要条件  無し 

 

E. 現地利害関係者との協議 

E.1. 現地利害関係者からの要請  

IGES と TERI は日立産機システムの専門家と合同で 2014 年 10 月 10 日に Mahindra Hinoday

社に於いてインバータ式空気圧縮機導入の実施可能性に関する現地調査を実施した。調査

時と共に調査団は経営者の Kushal Triredi 氏との面談もおこなった。同氏は技術に強い関心

を寄せ、研究結果への期待を表明した。同社は 2 週間の既存システムのモニタリングの実施

に協力を申し出た。データ収集と分析を実施はしたが、残念ながら収集データの正確性が十

分では無く、インバータ式空気圧縮機導入の総合的な影響について充分に状況を示すまで

には無かった。 

 

E.2. 害関係者からのコメントおよび見解のまとめ 

調査報告書は調査先に提出したばかりであるため、現在、調査先からのコメントを待って

いるところである。 

 

F. 添付資料 

圧縮空気機器のカタログ 

 

別添 

(1) モニタリング計画シート（投入シート）  

(2) モニタリング計画シート（計算プロセスシート）  

(3) モニタリング構成シート 
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PDD の修正履歴 

バージョン  日付 修正内容 

01.0 2015 年 2 月 6 日 初版 

 

(7) 別添 

別添(1): モニタリング計画シート（投入シート）[attachment to PDD for Mahindra Hinoday Co. 

Ltd]  
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別添(2): モニタリング計画シート Monitoring Plan Sheets (計算プロセスシート) [attachment to 

PDD for Mahindra Hinoday Co. Ltd] 

 

 

別添 (3): モニタリング構成シート [attachment to PDD for Mahindra Hinoday Co. Ltd] 

 

  

Responsible personnel Role

特別目的事業体の最高責任者
プロジェクトの運営全体管理、計測・モニタリングにおける役割・
立場の配置

プロジェクトマネージャ

総合的なモニタリングの実施、プロジェクト管理と記録データを含
むモニタリングシステムの定期的な見直し。モニタリング・収集さ
れたデータに基づき排出削減計算を担当する。モニタリングのた
めのトレーニングまたはセミナーを計画する。

プロジェクト副マネージャ
データベース管理、モニタリングデータの定期的な見直し、およ
び確認。データ記録担当スタッフの監督をする。

スタッフ
情報収集およびモニタリング要件に従ってスプレッドシートへ
データ記録。

Monitoring Structure Sheet [Attachment to Project Design Document]
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2.3 結論・今後の進め方 

本年度 IGES と TERI が実施した圧縮空気システムの実施可能性調査（FS）では、対象

企業の何れのサイトにおいても、圧縮空気システム技術の導入による CO2 排出削減ポテン

シャルがあることが分かった。具体的な改善対策の効果は、各企業の機器・機種、設置・

運用環境等によって条件が異なるため、その提案内容や CO2 削減効果は異なる。 

 

来年度は、事業化に向けた検討のため、今年度の FS を実施した現地企業 6 社の内、

CO2 削減効果、ならびに、本プロジェクト事業への参画の積極性や実施環境等を総合的に

検討し、総合的なポテンシャルが高いと思われる 3 社を対象に、フォローアップ事業とし

て詳細調査（DS）の実施を検討している。それと共に、日系企業を対象に FS をすすめよ

うと考えている。これまでインドでの活動は日系企業を対象としてこなかったが、日系企

業は日本の低炭素技術への理解もあり対応が迅速である点からも、日系企業への展開によ

りインドにおいて省エネや CO2 削減活動のスピードが速まることが期待でき、日系企業へ

の展開を通じて、まずは、技術の普及と定着化から取り組みたい。幸い対象となりそうな

日系企業の候補はあるため、次年度の活動に加えたいと考えている。 

 

ただし、日本とインドは JCM の署名が未締結であることから、現時点ではプロジェクト

としては認可されない。そのため、本事業下では JCM が締結された際に速やかに事業化に

つながるような調査等の範疇を超えた活動の実施は現時点では困難である。そこで、前述

の DS 等の調査活動と並行して、インバータ式コンプレッサーの導入等、日本の技術（機

器）の導入を、JCM を使わずに自力で導入が可能そうな企業があれば、導入を実施し、そ

の導入効果を測定してみることも検討していく。それと同時に、実際に技術（機器）を導

入したいと考える現地企業が自力で日本の低炭素技術の導入が可能となるようなスキーム

をインド側・日本側の双方から検討をおこなっていきたい。これらの将来的な事業のため

の予算獲得が急務となる。 
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表 2-5  導入可能性調査：各調査企業別 機器に関連する改善対策とその推定効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査サイト名 ハードウェア／機器の導入

に関するの提案

推定排出削減量

（kWh／年）

推定排出削減

量（Ton／年）

推定運転コスト削

減額（Rs／年）

初期費用（日本国

内市場）  （千円）

推定投資回収期間

（年）

CO2 1トン分の削減にか

かる推定費用

（千円／CO2 1トン削減）

Install Inverter A.C

(NL-0)

308,160 287 1,848,960 7,000 1.9 24.4

Install Inverter A.C

(NL-1)

308,160 287 1,848,960 7,000 1.9 24.4

Install Inverter A.C

(NL-2)

256,543 239 1,539,259 5,000 1.6 20.9

Install two stages A.C 391,500 384 2,349,000 30,000 6.4 78.1

Install Booster 108,864 106 653,184 3,000 2.3 28.3

Install Inverter A.C 350,000 343 2,362,500 10,000 2.1 29.2

Install 2 stage A.C 130,500 128 880,875 10,000 5.7 78.1

Bombay Dyeing

Co. Ltd.

Install Inverter A.C 60,830 56 334565 3,000 4.5 53.6

Install Inverter A.C 660,200 647 4852470 12,000 1.2 18.5

Install high-efficiency

drain trap

158,000 155 1161300 4500 1.9 29.0

Install Inverter A.C 660,200 647 3961200 12,000 1.5 18.5

Install Booster 109,000 107 654000 1,400 1.1 13.1

Install Inverter A.C 660,200 647 3631100 12,000 1.7 18.5

Install high-efficiency

drain trap

63,200 62 347600 1,800 2.6 29.0

GHG排出削減を目的としたインドの選定サイトにおける圧縮空気システム改善のためのハードウェア／機器の導入に関する提案のまとめ

Ahmednagar

Forging Co. Ltd.

Raymond UCO

textile

Arvind Textile

Co. Ltd.

Mahindra

Hinoday Co. Ltd

Morarjee Textile

Co. Ltd.
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【参考資料】 

 

(1) 第１回協議（キックオフ会議） 

 日時 2014 年 9 月 9 日 15:00 ~ 16:30 

場所 東京（日立産機システム株式会社、本社会議室） 

出席者 Rabhi Abdessalem 主任研究員、吉田光方子主任研究員 

齋藤司客員研究員（日立産機）、吉崎昭男客員研究員（日立産機） 

協議事項 * プロジェクトの全体的な活動および日程の確認 

* 現地調査に関する内容・方法等の確認 

* 現地ワークショップに関する内容の確認 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

（キックオフ会議： 関係者による協議） 
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(2) 現地調査・ワークショップ 

(2)-1 現地調査 

日時 2014 年 10 月 5 日~12 日  

場所 Nagpur & Pune（Maharashtra 州）、Ahmedabad（Gujarat 州）、インド 

調 査 出 席

者 

（日本側）Rabhi Abdessalem 主任研究員、 

齋藤司客員研究員（日立産機）、吉崎昭男客員研究員（日立産機） 

（インド側）Chetankumar Sangole フェロー、Vivek Sharma 研究員 

調 査 先 企

業 

Nagpur：2 ヶ所（繊維業） 

Ahmedabad：1 ヵ所（繊維業） 

Pune：3 ヶ所（繊維業、鍛造業、鋳造業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（実施可能性調査） 

* 実施可能性調査内容、および改善提案内容を含む調査先別実施可能性調

査報告は本文を参照。 

 

Nagpur 1（Raymond 社；繊維業） 

 

Nagpur 2（Morarjee 社；繊維業） 
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Ahmedabad（Arvind 社；繊維業） 

 

Pune 1（Bombay Dyeing 社；繊維業） 
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Pune 2（Ahmednagar 社；鍛造業） 

 

Pune 3（Mahindra 社；鍛造業） 
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(2)-2 ワークショップ 

日時 2014 年 10 月 11 日 9:30 ~ 15:00 

場所 Pune、Maharashtra 州、インド 

主催 IGES・TERI（共催） 

協力 マハラシュトラエネルギー開発公社  (Maharashtra Energy Development 

Agency (MEDA), India) 

参加者数 55 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

* ワークショップ報告、アジェンダ、参加者リスト、発表資料については、

報告書本文を参照。 

 

 

 



127 

 

(3) 第２回協議（ラップアップ会議） 

日時 2015 年 2 月 3 日 10:00 ~ 13:00 

場所 インド、ニューデリー（TERI 会議室） 

出席者 (IGES) Rabhi Abdessalem 主任研究員 

(TERI) Girish Sethi 部長、Prosant Pal シニアフェロー、 

Mohan Ghosh フェロー、Chetankumar Sangole フェロー 

協議事項 

 

* 今年度のプロジェクトの全体的な活動の確認と振り返り 

* 現地実施可能性調査結果に関する確認と協議 

* TERI 実施活動報告分の内容確認と確定 

* 来年度以降の活動に関する意見交換 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ラップアップ協議に先立ち、2015 年 1 月 14 日に日本国内関係者だけで 

インドでの協議事項の確認等、事前協議を開催、それに基づき IGES と 

TERI で協議をおこなった。 
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(4) 合同セミナー 

日時 2015 年 2 月 6 日 9:00 ~ 10:00 

場所 インド、ニューデリー（Taj Palace Hotel） 

出席者 (IGES) 浜中 裕徳 理事長 

Rabhi Abdessalem 主任研究員 

(TERI)  R K Pachauri 所長 

Rabindra N Mallik 

Girish Sethi 産業エネルギー効率部門 部長 

Prosanto Pal 産業エネルギー効率部門 シニアフェロー、 

Chetankumar Sangole 産業エネルギー効率部門 フェロー 

(Shakti)  Krishan Dhawan 会長 

Shashank Jain 

Prasun Pandey 

協議事項 

 

* これまでの研究プロジェクト活動概要の確認と振り返り 

* 研究プロジェクト活動成果の共有とその普及展開に関する意見交換 

* 来年度以降の活動に関する意見交換および協力体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

＝協議メモ＝ 

1) これまで調査してきた技術に関して、プロジェクトとしての実施可能性

を特定する（それらの技術の導入や促進活動を実施するための詳細調査

および出資機関との協力）。 

2) 新しい技術を含むように、対象技術を拡大する。 

3) 研究活動の結果を普及し、日本とインドの間でビジネスとビジネス（B2B）

の間、ビジネスと出資機関との間のマッチメイキングを促進するために、

日本やインドの地方自治体と連携する。 

 

 

 


